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小水力発電導入計画 

 

１．はじめに 

 

本プロジェクトにおける小水力発電の導入は、i) 取水点と浄水場または配水池間の導・送水系の

高落差を活用して水力発電を行い、浄水場での電力の自家消費による電力費の軽減、並びに/また

は電力会社への売電により増収を図り財務収支を改善すること、ii) 再生エネルギーの活用による

温室ガス削減に寄与することを目的に要請されたものである。 

 

本調査では既存施設の調査により発電可能と考えられる 2 地点（マタサノ発電所、セイビタ発電

所と仮称）を特定し、両発電所の施設計画を行い、SAC の電力使用状況、電力料金、再生エネル

ギーの買い取り制度を考慮した財務、経済評価を行った。 

 

この結果、運転・維持管理費は期待できる売電収入を上回り、SAC の財務収支を悪化させること

が明らかになり、小水力発電の導入は妥当ではないと結論された。 

 

検討結果を次章以降に述べる。 

 

２．候補地点の選定 

 

一般に水力発電の規模は出力(kw)と発電量(kwh)で示される。水道施設を利用した水力発電計画で

は、発電に利用可能な水量(発電使用水量)は水道水の取水量の制限を受けるため落差と発電使用水

量から最適な発電候補地点を決めることは難しく、既設の水道施設(取水堰、沈砂池、導水管およ

び減圧水槽などの諸設備)の中に存在する遊休落差(水頭とも言う)を探すことになる。 

 

遊休落差のある地点において発電施設用地の確保が出来るか、アクセス道路があり工事が容易に

行えるか、発電した電力の送電が可能か、自然災害などのリスクが少ない地点であるか、工事中

および完成後において環境に及ぼす影響が少ない地点であることなどを念頭において候補地点を

選定する。更に、導水管内の水圧測定を行って遊休落差が存在することを確認すると同時に現地

踏査によって種々の条件を確認して水力発電候補地点を絞り込む。 

 

本調査では図１に示す既存水道施設の導・送水系内に発電所設置の可能性のある 8 地点を特定し

た。8 地点の静水頭と最大水量か算出した発電出力を表１に示す。 
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図１ 小水力発電候補地点 

 
表１ 各候補地点の発電出力 

候補地

点 
番号 

取水地点 発電所位置 
取水地

点 
標高(m) 

圧力測

定点の

水頭(m) 

発電所地点 
の標高(m) 

発電所地点

の静水頭

(ｍ) 

最大水量

(m3/秒) 

発電出

力 
(kw) 

1 マタサノ取

水堰 減圧槽下流 938.00 852.00 776.00 76.00  0.095 47 

2 マタサノ取

水堰 
マタサノ配

水池の手前 
715.00 688.20 685.00 3.20  0.095 2 

3 マハダ取水

堰 
マハダ配水

池手前 
788.00 689.80 687.00 2.80  0.082 1 

4 マハダ取水

堰 

フィアリョ

ス/バジャ

ドリ配水池

手前 

730.00 629.08 621.00 8.08  0.021 1 

5 フテラ取水

堰 

マハダ取水

地からの導

水管との接

続点 

760.00 - 730.00 30.00  0.009 2 

6 ボルボリョ

ン取水堰 

ボルボリョ

ン配水池手

前 
720.00 641.42 630.00 11.42  0.065 5 

7 マハダ配水

池 

ボルボリョ

ン配水池手

前 
670.00 640.57 630.00 10.57  0.044 3 

8 新マタサノ

取水堰 
マタサノ取

水堰 
1017.00 - 942.00 75.00  0.16 69 

 

表 1 に示すとおり、候補地点１及び８以外は、静水頭及び最大水量が小さく、発電出力も 10kw

以下で実用的とは言えないことが明らかである。 
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３．施設計画 

 

実用的な発電出力が見込まれる候補地点１（セイビタ発電所と仮称）、候補地点８（マタサノ発電

所と仮称）の位置を図 2 に示す。 

 

 
図２ セイビタ発電所、マタサノ発電所位置図 

 

セイビタ発電所は既存導水管の減圧槽から 76m の静水頭があるものの、水圧測定結果では最大流

量流下時にはほとんど残存圧がなく、既存導水管を使っての発電は不可能であった。このため、

減圧槽直上流部より発電用導水管を敷設して発電所まで導水し、発電後水を既存導水管に戻すこ

ととした。マタサノ発電所については新マタサノ取水堰より新規導水管でマタサノ発電所まで導

水し、発電後マタサノ取水堰に戻すこととした。セイビタ発電計画、マタサノ発電計画をそれぞ

れ図３、図４に示し、主要な仕様を表２に示す。本仕様に基づく概略建設費を表３に示す。 

 

 

図３ セイビタ発電計画 
 

添付図書４：小水力発電導入計画



 

4 
 

 
図４ マタサノ発電計画 

 

表２ マタサノ、セイビタ発電所の主要な仕様 
 マタサノ発電所 セイビタ発電所 
最大使用水量（m3/sec） 0.16 0.095 
落差（静水頭）(m) 75.00 76.00 
最大出力(kJ/s) 69 47 
年間発電電力量(J) 1.746 x 1012 (485Mwh) 1.271 x 1012 (353Mwh) 
取水 新マタサノ取水堰下流に新設 既設導水管から分岐 
導水管 露出または埋設ダクタイル管

（18”） 
露出または埋設ダクタイル管（14”）、
約 500m 

放水管 開水路、約 30m 露出式または埋設式ダクタイル管

（12”）、約 1000m 
発電所 地上式平屋、敷地面積約 300m2 地上式平屋、敷地面積約 300m2 
水車発電機 逆転ポンプ水車、同期発電機 クロスフロー水車、同期発電機 

 

 
表３ 発電所概略建設費 

（単位：円） 
発電所名 マタサノ セイビタ 備考 

最大出力（kw） 69kw 47kw
建物関係 発電所建屋 10,500,000 6,000,000 平屋建て 
土木関係 取水堰 13,620,000 0

Ceibita 発電計画は既設の導水管

から分岐して導水するため、こ

れら設備は必要なし。 

取水口 6,000,000 0

 
スクリーン、土

砂吐ゲート 1,200,000 0

沈砂池 8,000,000 0
排砂ゲート 1,600,000 0
水圧管路 102,560,000 86,350,000 ダクタイル管 
放水口 6,000,000 2,000,000

 雑工事 13,898,000 8,835,000 発電所周辺フェンス、照明、土

留擁壁など 
小計 152,878,000 97,185,000

機械装置 基礎 2,000,000 1,362,000 水車発電機のコンクリート基礎

雑装置 200,000 136,000 バルブ、トランスなどの基礎 
小計 2,200,000 1,498,000

EL.1,020.00
既設沈砂池

導水管布設替え(18") L=1,300m

マタサノ発電所
P=69 kw
Qmax=350 l/sec
年間発電電力量=485 Mwh

新マタサノ取水堰

EL.1,013.00

EL.938.00

マタサノ取水堰

EL.942.00

添付図書４：小水力発電導入計画



 

5 
 

発電所名 マタサノ セイビタ 備考 

電機関係 水車 20,000,000 13,623,000 ポンプ逆転水車、クロスフロー

水車 
発電機 8,000,000 5,449,000 同期発電機 

その他機器 18,200,000 12,397,000 機側及び遠方制御機器、配電盤

小計 46,200,000 31,469,000
仮設備 10,589,000 6,808,000 現場事務所、共通機器損料など

総係費 15,566,000 10,007,000 施工中の間接経費 
小計 237,933,000 152,967,000

分担関連

費  2,379,000 1,530,000  
送電線設

備費  12,000,000 12,000,000  

合計 252,312,000 
（48,907,153） 

166,497,000
（32,273,115）  

プロジェクトコストの合計 418,809,000 
（81,180,267）  

注：カッコ内は HNL。１USD=116.35JPY、１HNL=5.159JPY で換算。 

 

 

４ 小水力発電事業の財務、経済評価 

４－１ 本プロジェクトにおける小水力発電の導入目的 

本プロジェクトにおける小水力発電は、使用電力と相殺あるいは売買電により使用電力料金の軽

減、あるいは売電による増収を図るという SAC の財務的な便益を目的とするものである。 

一般に水道事業における小水力発電導入には、電力供給が不足、不安定な場合に安定した水供給

を可能にすることを目的とする、あるいは電力供給のない地域で水道サービスを提供するために

自前で電力を確保する等を目的とすることが考えられる。こうした場合は、水道サービスの量的

増加、質的向上が小水力発電を含んだプロジェクトの便益となるが、本プロジェクトの場合は、

電力供給は水道サービスの量的増大、質的向上の制限因子になっていないため、小水力発電の便

益としては計上できない。 

したがって、本プロジェクトでは小水力発電導入の可否は SAC の財務的な効果によって判断され

る。 

以下の財務、経済分析では表４の計算条件によって行う。 

表４ 計算条件 

条件 
建設する発電所 

備考 マタサノ セイビタ マタサノ+
セイビタ 

建設費(百万 HNL) 48.91 32.27 81.18   

O&M 対象建設費(百万 HNL) 44.02 29.05 73.06   

発電機器取替コストト (百万 HNL) 9.78 6.45 16.24 運転開始後 20 年目に交換 
O&M コスト比率(固定費分)（％） 1.5 1.5 1.5   

発生電力量 （MWh/年） 485 353 838   
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条件 
建設する発電所 

備考 マタサノ セイビタ マタサノ+
セイビタ 

送電ロス（％） 10 10 10   

販売電力量（MWh/年） 437 318 754   

割引率（％） 10 10 10   

売電単価 （USD/ kWh) 0.05 (想定される最低価格） 
0.07 
0.09 
0.1114（2014 年法改正前の実績値） 

損益分岐点検討のため 4 つ

の売電価格を想定。 

財務分析計算結果を付表１から１２に示す。 

なお、SAC の財務分析では維持管理費（発電機交換を含む）と発電所用地取得に要する費用を支

出とした。土地取得費用は建設費の 1％とした1。 

（１）SAC の財務分析 

１）全量売電の場合 

表５に ENEE への売電価格が 0.05USD/kwh（ENEE から最低価格と示唆されている価格）、0.11114 

USD/kwh（2014 年の法改正以前まで保証されていた買取価格）、その中間として 0.07USD/kwh、

0.09USD/kwh の場合の財務分析結果を示す。 

マタサノ発電所のみ、セイビタ発電所のみ、両発電所建設の 3 つのケースとも買取価格が

0.07USD/kwh ではコストが便益を上回り、小水力発電は SAC に財務的な負担をもたらすことにな

る。 

表５ SAC の財務評価結果 

売電単価 インフレー

ション(%) 発電所 1 
PV Cost2 

（百万 HNL）
PV Benefits3

（百万 HNL）

PV Net 
Benefits 

(>0) 

B/C Ratio
(>1) 

内部収益率
(>10%) 

1.128 
(0.05USD) 

0 M 7.57 4.38 -3.19 0.58 -
0 C 5.00 3.18 -1.81 0.64 -
0 M+C 12.57 7.56 -5.00 0.60 -

1.579 
(0.07USD) 

0 M 7.57 6.13 -1.44 0.81 -
0 C 5.00 4.46 -0.54 0.89 -
0 M+C 12.57 10.59 -1.98 0.84 -

2.030 
(0.09USD) 

0 M 7.57 7.88 0.31 1.04 6.11%
0 C 5.00 5.73 0.74 1.15 46.64%
0 M+C 12.57 13.61 1.05 1.08 39.82%

2.512 
(0.11114USD) 

0 M 7.57 9.76 2.19 1.29 60.05%
0 C 5.00 7.10 2.10 1.42 71.24%
0 M+C 12.57 16.85 4.29 1.34 64.62%

1：M、マタサノ発電所、C、セイビタ発電所、M+C、マタサノ発電所とセイビタ発電所を建設。 
2：SAC の事業費（建設費の 1％）、20 年目の発電交換費用、40 年分の運転費の現在価値 
3：40 年分の売電収入の現在価値 

図５に売電価格と B/C の関係を示すが、損益分岐点は表６に示すとおり建設する発電所により

0.078 から 0.086USD/kwh となる。 

                                                   
1 「テグシガルパ市内給水施設小水力発電導入計画準備調査」では土地取得費は 1.5％と見込まれているが、テグ

シガルパの取得用地が市街地であるのに対して、本プロジェクトでは対象用地が山林であるので 1％とした。 
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図５ 売電価格と B/C の関係 

表６ 損益分岐点 
インフレーション（％） 発電所 損益分岐点（USD/kWh） 

０ 
マタサノ 0.086
セイビタ 0.078
マタサノ+セイビタ 0.083

したがって、売電価格が 0.075 から 0.084 USD/kwh となると担保された時のみ、SAC の財務評価

からは小水力発電の導入は実行可能といえる。 

２）消費電力を発電電力により相殺する場合 

現行の法制度では発電と電力消費が同一敷地内であれば、電力消費量を発電電力で相殺し、不足

分だけを支払うことは可能である。ただし、余剰電力が生じても現金による買い取りはされず、

発電量不足時の電気料支払いができるクレジットが発行される。 

本プロジェクトでは発電所が既存浄水場とは別の場所に建設されるため、現行制度化ではこの相

殺制度は適用されない。仮に既存浄水場の消費電力を小水力発電による発電電力で相殺できれば、

買電価格は売電価格より高いため、SAC の財務的便益は大きくなると予想されるので、ここでは

参考のため、相殺による支払い電気料金の減少を SAC の財務的便益として財務分析を行った。 

相殺により期待できる電気料金の減少額 

相殺により減少する電気料金の減少額は既存浄水場の浄水施設が運転されていて、消費電力量、

支払い電気料金の記録のある 2009 年の運転実績により計算した。 

既存浄水施設は原水濁度が上昇した時のみ運転されていたため、月別の使用電気量は浄水施設の

稼働状況により変化する。表７には浄水施設が 100％、50％、0％運転された月の電気使用量、支

払い電気料金を示してある。 
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既存浄水場には浄水施設以外に場内照明、ポンプ類があるため、浄水施設の稼働率が 0 ％であっ

ても、4,000 kwh の電力消費がある。浄水施設の電気使用量は 100 ％、50 ％運転でそれぞれ 10,000 

kwh、5,000 kwh である。支払い電気料金は全使用電力に比例する従量料金部分とペナルティ部分

に分かれる。ペナルティ部分は使用電力が契約電力量に満たなかった場合に不足量に応じて課金

される2。 

表７ 既存浄水場の電力使用量と支払い電気料金（2009 年の運転実績から推定） 
運転条件 既存浄水施設の稼働率 100% 50% 0% 

電力使用量 
（kwh/月） 

浄水場（浄水施設運転を除く）の電気量 4,000 4,000 4,000
上水施設運転の電気量 10,000 5,000 0
合計電力使用量 14,000 9,000 4,000

支払い料金 
（HNL/月） 

従量料金 67,000 36,000 15,000
ペナルティ（契約 20,000kwh/月の場合） 1,616 10,000 20,000
合計支払い電気料金注 68,616 46,000 35,000

注： 当時の電気料金（買電価格）の詳細は明らかではないが、この表の電力使用量と電気料金から逆算する

と 3.8 から 4.9HNL/kwh（0.19 から 0.24USD/kwh）となる。 
 

既存浄水場の原水は周辺の山地の沢水であるため晴天時は清澄で浄水処理の必要がなく、降雨時

に濁度が増加した時のみに浄水施設を運転するものとし、雨期を 7 か月とし、乾期 5 ヶ月は浄水

施設は運転せず、雨期のはじめと終わりの 1 か月は月間 50％、その他は 100％稼働とすると、年

間の消費電力、支払い電気料金は表８に示すようになる。 

小水力発電で電力を供給すれば従量料金の 410,000HNL は支払う必要がなくなる。実際には契約

電気量によるペナルティ料金があるので、それを差し引くことが必要であるが、ここでは適正な

契約をすることによりペナルティ料金を支払う必要がなくなると仮定すれば、相殺による便益は

410,000HNL/年となる。 

表８ 既存浄水施設運転を運転した場合の電力料金 

運転 月数 月当たりの電力料金（HNL/月） 年当たりの電力料金（HNL/年）

従量料金 ペナルティ 従量料金 ペナルティ 
運転無 5 15,000 20,000 75,000 100,000
運転有(50%) 2 36,000 10,000 72,000 20,000
運転有(100%) 5 67,000 1,616 335,000 8,080

年間合計料金 410,000 108,080
 
相殺により減額となる電気料金を便益とした場合の財務分析 

表７に示したように、浄水施設を運転した場合の既存浄水場の電気量は14,000 kwh/月（168,000 kwh/

年）でセイビタ発電所のみで発電量（353,000 kwh/年3）で賄うことができる。したがって、（１）の全

量売買電のセイビタ発電所のみを建設するケースで、便益を 410,000HNL/年として財務分析を行うと、

表９のようになり 40 年の現在価値で支出は便益を上回り、SAC の財務的な便益を生み出さないことに

なる。 

                                                   
2 ENEE によれば既存浄水場の場合、契約電気量を変更することによりペナルティ部分を減少させることは可能

ということである。 
3 ただし、送電ロス 10％を考慮すると実際に使用できる電力量は 318,000 kwh/年である。 
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表９ 相殺による電気料金減額を便益とした場合の財務評価 

PV Cost1 
（百万 HNL） 

PV Benefits2 
（百万 HNL） 

PV Net 
Benefits 

(>0) 

B/C Ratio 
(>1) 

内部収益率
(>10%) 

4.40 3.64 -0.76 0.83 -
1：SAC の事業費（建設費の 1％）、20 年目の発電交換費用、40 年分の運転費の現在価値 
2：40 年分の相殺による便益の現在価値 

（２）プロジェクトの経済分析 

投資の妥当性を評価するために、建設費全体を見込んだ経済分析を行う。 

この場合、経済便益は、例えば水道プロジェクトであれば、給水区域、給水量の増加に伴う産業

の発展、土地価格の上昇等の便益、安全な水供給による疾病率の低下による便益を計上するが、

小水力発電の導入は始めに述べたように水道サービス向上への波及は期待できず、便益は売電収

入のみとなる。 

表１０に最も条件の良い売電価格 0.1114USD/kwh の場合の経済分析結果を示すが、経済的にまっ

たく成立しない。 

表１０ 売電価格 0.1114 USD/kwh の場合の経済分析結果 

売電単価 
インフレ

ーション
(%) 

発電所 
PV Cost 
（百万

HNL） 

PV Benefits
（百万

HNL） 

PV Net 
Benefits 

(>0) 

B/C 
Ratio 
(>1) 

EIRR 
(>10%)

2.512 
(0.1114USD) 

0 M 55.11 9.76 -45.36 0.19 -6.21%
0 S 36.37 7.10 --29.27 0.20 -5.10％
0 M+S 91.47 16.85 -74.62 0.18 --6.74％

 

５ 結論 

SAC にとって、0.075 から 0.084 USD/kwh 以上の売電価格が担保された時のみ財務的に事業が成

立するが、それが担保されない限り、SAC にとっても無償資金協力の事業としても実施すること

は負の効果を及ぼす。 

また、仮に 0.075 から 0.084USD/kwh 以上の売電価格が担保されたとしても、現在価格で比較して

40 年間の便益に対して 5 倍以上投資することは無償資金協力事業として妥当とはいえない。 

以上から、小水力発電施設を無償資金協力により建設（SAC は建設費の 1％を用地取得費として

負担）しても、SAC にとって財務的な便益をもたらす売電単価が担保されないこと、仮に SAC に

財務的な便益をもたらす売電単価が実現しても、SAC の 40 年分の便益に対して 20 倍以上の建設

費を投入することは無償資金協力として妥当とはいえないと判断した。 

2015 年 10 月の追加調査時、SAC、SANAA に上記について説明し、小水力発電導入を本プロジェ

クトのスコープから外すことについて合意を得た。 
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付表－２ 
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付表－４ 
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付表－５ 
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付表－６ 
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付表－７ 
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付表－８ 
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付表－９ 
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付表－10 
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付表－11 
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1 調査概要 

1.1 調査の目的 

既存処理施設を現状の運転方法で運転することにより、処理能力（濁質除去能力、処理水量）を

確認する。評価項目は、以下のとおりである。 

- 十分な処理水量が得られること（逆洗による損失を含む）1 

- 処理水質がホンジュラス国の水道水水質基準（最大許容値：濁度 5NTU）を満たすこと 

- 逆洗を含む運転操作が手動操作で実施できること 

1.2 調査項目と評価方法 

(1) 点検調査 

表 1 点検調査の調査対象、調査項目、調査方法及び評価内容 
調査対象 調査項目 調査方法 評価内容 

モジュール本

体、配管、電

気系統 

- モジュールおよび配管の構

成（配管の流れ）の確認 
- 逆洗水の配管確認（排出ある

いは原水に戻す） 
- 凝集沈澱槽、ろ過タンク、配

管と接続部の破損状況 
- 操作盤、モーター、電磁弁、

電気配線の破損状況 

目視調査 - モジュール本体（凝集沈澱槽及びろ過タン

ク）、配管からの漏水、腐食、クラック、ピ

ンホール等の破損の有無を調査 
- 可動部分（電磁弁、攪拌機）、ポンプ、コン

プレッサー、操作盤の動作状況及び不具合の

有無を確認 
- 破損等不具合がある部分については、部品調

達を含む修理・交換の実施可能性を SAC に

確認 

(2) 運転調査 

表 2 運転調査の調査対象、調査項目、調査方法及び評価内容 
調査対象 調査項目 調査方法 評価方法 

浄水処理性 - 原水、沈澱後水及び砂ろ過後

水の濁度、色度、pH、アルカ

リ度 

3 回/日を目途

に、採水及び測

定 

- 原水、沈澱後、砂ろ過後の水質を測定し、浄

水処理特性を評価 
- 砂ろ過処理水において、ホンジュラスの許容

値である濁度：5NTU、色度：15 度を満足す

ることを判断基準のひとつとする 
凝集操作の適

切さの評価 
- フロックの形成状況 
- フロック沈降性 
- ジャーテスト 

3 回/日を目途

に、目視調査及

び採水調査 

- フロック形成槽におけるフロック形成状況

を目視（写真）調査 
- フロック形成槽から採水し、メスシリンダー

にて沈降性を測定 
- ジャーテストを実施し、マニュアルにある凝

集剤注入率の適切さを検証 
浄水処理量 - 砂ろ過処理後の浄水量 超音波流量計

により測定 
- 砂ろ過処理後の処理水量を超音波流量計

（SAC が 1 台所有）で測定 
- 1 砂ろ過モジュールに対し、日平均の流量を

求める 
ろ層洗浄の操

作手順及び所

- 洗浄頻度 
- 洗浄操作の操作手順及び所

3 回/日を目途

に測定 
- ろ過圧力を測定し、逆洗頻度及逆洗時間を評

価 
                                                   
1 SANAA、SAC からの聞き取りでは既存浄水場の能力は各系列 25 l/s であるが、処理能力を確認できる資料はな

い。処理能力は逆洗頻度により変化するが、公称能力がどのような逆洗頻度で確保されるかが不明である。 
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調査対象 調査項目 調査方法 評価方法 
要時間 要時間 洗浄実施時中

に測定 
- ろ層洗浄操作に要する時間を計測し、運転操

作全体に与える影響を検討 

1.3 調査期間 

2015 年 10 月 20 日～10 月 28 日 

 

2 調査結果 

2.1 点検調査 

試運転調査を行う前に、浄水施設・設備のうち、第一系統の凝集用薬品注入設備、凝集池・沈澱

池、急速ろ過池等を中心に、モジュール本体（凝集・沈澱池及び急速ろ過池）、配管、電気系統に

ついて点検調査した。結果の概要は、以下のとおりである(図 1、表 3 参照)。 

1) モジュール本体(凝集・沈澱池、急速ろ過池(ろ過タンク))、配管と接続部の状況 

 凝集・沈殿池に対する水張り試験の結果、第一系統 No4 の凝集・沈殿池より排泥弁の接続部

から漏水があり、水密性不良であった。その他の凝集・沈殿池についても、排水弁の接続部

から軽微な漏水が観察された。 

 鋼製の凝集・沈殿池の接合部、排水・排泥管・弁部、急速ろ過池(ろ過タンク)の上部、配管接

合部、排水・排泥管・弁部について一部腐食が観察された。 

 薬品注入配管(薬品注入ポンプ～凝集池)の一部欠損があった。 

2) 操作盤、モーター、弁、電気配線の破損状況 

 可動部分（空気作動弁、攪拌機）、ポンプ、コンプレッサー、操作盤の動作状況及び不具合の

有無を確認したところ、急速ろ過池(ろ過タンク)廻りの空気作動弁の一部不具合が観察された。 

 急速ろ過池の洗浄操作のための自動制御機能が全て故障している。 

 流量計は全て故障している。 

 破損等不具合がある部分については、配管、配線以外は、国内での部品調達は困難である。 
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図 1 既存浄水場模式図 

 
表 3 既存浄水場の点検調査結果 

施設・設備名 現在の仕様 台数 設置年度 点検調査結果 
着水井 マハダ川系 

マタサノ川系 
20m3 
75m3 

1 池 
1 池 

1997*

1997*
 特に支障なし 

凝集用薬品注

入設備 
第一系統 
凝集用薬品貯貯蔵槽 RC 製 
-凝集剤 

-凝集補助剤 

-アルカリ剤 
薬品注入ポンプ 
 

 
 
3.4m3 
2.4m3 
2.3m3 
 

 
 
1 槽 
1 槽 
1 槽 
7 台 
 

1997
 薬品注入配管(薬
品注入ポンプ～

凝集池)の一部欠

損 
 その他、試運転に

支障のある重大

な機械的故障等

はない。 
第二系系統 
凝集用薬品貯蔵槽 ポリプピロレン製 
-凝集剤 

-凝集補助剤  

-pH 調整剤 
薬品注入ポンプ 

 
 
1m3 

1m3 

1m3 

 
 
2 槽 
2 槽 
2 槽 
3 台 

2004  使用実績なし 

凝集池・沈澱池 第一系統 5 系列(No1～5) 
(Becox/Veolia 製),鋼製 
1 系列当り 
[凝集池] 
- 混和池 2.2 m3 
- フロック形成池 
-  1.4mW×2.8mL×1.10mH=4.3m3 
[沈殿池]傾斜板付 

1.5mW×8.4mL=12.6m2 
第一系統 2 系列(No6～7) 
 [凝集池] 
- 混和池 2.2 m3 
- フロック形成池 
-  1.4mW×2.8mL×1.10mH=4.3m3 
[沈殿池]傾斜板付 

1.5mW×8.4mL=12.6m2 

25L/s/
系列 
 
 
 
 
 
 
 
 
25L/s/
系列 
 
 
 
 
 

5 池 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1997

2000

 試運転に支障の

ある重大な機械

的故障等はない。

 第一系統№4 の凝

集・沈殿池より排

泥弁の接続部か

ら漏水があり、水

密性不良 
 
 
 
 
 
 
 

試運転調査対象浄水施設 

 
 
 
 
 
 
 
 
第一系統モジュール 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
第ニ系統モジュール
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施設・設備名 現在の仕様 台数 設置年度 点検調査結果 
第二系統 2 系列(No1～No2) 
(SETA 製),鋼製 
1 系列当り 
[凝集池] 
- 混和池 1.2 m3 
- フロック形成池 
-  2.0mW×3.7mL×1.85mH=13.7m3 
[沈殿池]傾斜板付 

1.8mW×6.7mL=12.0m2 

25L/s/
系列 

2 池 
 

2004  急速撹拌機、急速

撹拌、緩速撹拌の

仕切り壁がない 
・使用実績なし 

急速ろ過池 第一系統 5 系列(No1～5) 
(Becox/Veolia 製)、鋼製、圧力式、縦型 
1 系列当りろ過タンク 3 台 
1 タンク当りろ過面積 2m2 
第一系統 2 系列(No6～7) 
(Becox/Veolia 製)、鋼製、圧力式、縦型 
1 系列当りろ過タンク 3 台 
1 タンク当りろ過面積 2m2 
 
 

25L/s/
系列 
 
 
 
 
25L/s/
系列 
 
 
 
 

15 台
 
 
 
 
6 台 
 
 
 
 

1997

2000

 №6 系列(3 台)の
ろ過砂層厚の不

足 
 洗浄操作のため

の自動制御機能

が全て故障 
 流量計は全て故

障 
 モ ジ ュ ー ル

(№2,3,5 系列 )の
浄水操作及び逆

洗操作のための

空気作動弁の故

障により運転で

きない 
第二系統 2 系列(№1～4) 
(SETA 製)、鋼製、圧力式、横型 
1 系列当りろ過タンク 2 台 
1 タンク当りろ過面積 3.7m2 

25L/s/
系列 

4 台 2004  使用実績なし 

配水池 マハダ配水池 、円形、RC 造 
マタサノ配水池 、円形、RC 造 

378m3 
1136m3

1 池 
1 池 

1984
1999

 

消毒設備 塩素注入機、液化塩素  1 式 1997
2004

 

管理用建物 コンクリートブロック造  1 棟 1997  
受変電設備   1 式 1997*  
自家発電設備 287.5kVA, ディーゼル 

ディーゼル 
 1 台 

1 台 
1997*
2004*

 

*調査団の推定 

2.2 運転調査 

第一系統 No.6 モジュールを運転対象として選定した。当初運転調査計画では第一系統全 7 モジュ

ールの運転（浄水操作及び逆洗操作を含む）を行うことを予定したが、点検調査により自動制御

機能が全て故障していることが判明したこと、手動によるオペレーター人員配置(現在 5 人による

シフト勤務)に制約があること、その他配水への影響等を勘案し、急速ろ過池の浄水操作(逆洗操作

含む)のための空気作動弁の故障により運転できないモジュール(No2,3,5 系列)を除き、SAC と協議

上、比較的状態の良い No6 系列のモジュールで試運転を実施することとした。 
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第一系統 No6 モジュール 凝集・沈殿池 第一系統 No6 モジュール 急速ろ過池 

写真 1 コマヤグア市浄水場試運転調査対象浄水施設 

2.3 浄水処理性 

原水、沈澱後、砂ろ過後の水質測定結果を表 4 に示す。調査期間における原水濁度が低濁度2であ

ったため、砂ろ過処理水において、ホンジュラス国水道水質基準である濁度：5NTU を満足した

結果となった。ただし、推奨値濁度：1NTU は満足していない。実績浄水量は 20.46 L/S であった。 

濁質除去における凝集・沈澱池と急速ろ過池の負担割合は概ね 30 %、70 %となっており3、濁質

除去において効果的な凝集・沈澱ができていないことが示唆される。 

表 4 原水、沈澱後水及び砂ろ過処理水の濁度 
 原水濁度(NTU) 

A 
沈澱後水(NTU) 

B 
砂ろ過後水

(NTU)C 
沈澱池除去率 

1-B/A (%) 
総除去率 
1-C/A (%) 

平均 5.12 3.79 1.48 25.9 71.1 
最大 21.6 17.2 4.3 20.4 80.0 
最小 1.37 1.18 0.32 13.9 76.6 

 

図 2 原水、沈澱後水及び砂ろ過処理水の濁度 

 
一方、コマヤグア市に隣接するシグアテペケ市グワトロ浄水場に設置されている同型の浄水施設

の浄水状況を調査した結果、表 5 に示すとおりであった。浄水能力 25 L/S、実績浄水量は 14 L/S

であり、洗浄操作等は自動制御装置が故障しており、手動操作にて行われていた。 

                                                   
2 降雨時取水堰で原水濁度状況を目視で確認し、高い状況にあれば水源の取水停止を行っている。 
3 沈澱、ろ過工程各々の除去率は原水濃度により変化するが、ろ過工程での除去率は最大でも 50%以下、通常は

10%前後である。 

(濁度単位:NTU)

(濁度単位:NTU) 
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コマヤグア市の原水濁度に比較して、平均原水濁度 48.9 NTU と高い濁度であり、砂ろ過後水濁度

は 8.4NTU となっており、ホンジュラス国水道水質基準である濁度：5 NTU を満足していないこ

とが分かった。 

表 5 シグアテペケ市グワトロ浄水場の原水、沈澱後水及び砂ろ過処理水の濁度 

 原水濁度(NTU) 
A 

沈澱後水(NTU) 
B 

砂ろ過後水

(NTU)C 
沈澱池除去率 

1-B/A (%) 
総除去率 
1-C/A (%) 

平均 48.9 19.9 8.4 59.3 82.8 
最大 185 164 12.5 11.4 93.2 
最小 20.8 9.6 4.0 53.8 80.8 

注)調査期間:2015 年 10 月 20 日～26 日 
 

 

凝集・沈殿池 急速ろ過池 
写真 2 シグアテペケ市グワトロ浄水場に設置されている同型の浄水施設 

 

2.4 凝集操作の適切さの評価 

(1) フロックの形成状況及びフロック沈降性 

原水中の濁質のうち、粒子径が 10-3mm 以下のコロイド粒子となるとほとんど沈降せず、急速ろ過

では捕捉することもできない。急速ろ過方式では濁質を効果的に除去するために前段の処理とし

て、凝集操作によってコロイド状の濁質をフロック化し、沈澱池や急速ろ過で捕捉できるように

することが不可欠の要件になる。このために良好なフロックを効果的に形成させるために凝集工

程の設置が必要である4。 

混和井とフロック形成池から構成される凝集池における凝集処理を確認するため、ジャーテスト

により凝集剤(硫酸アルミニウム)の注入率を決定し、これを注入した後、フロック形成槽から採水

し、フロックの形成状況及び沈降性を測定した結果を表 6 に示す。 

フロックは全く形成されておらず、フロック界面も確認できなかった。運転調査期間中に測定し

た結果は、全て同様な結果であった。 

                                                   
4 日本水道協会、水道施設設計指針 

添付図書５：既存浄水場試運転調査
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原因として、フロック形成槽の容量は 4.3m3 であり、フロック形成の標準滞留時間 20～40 分間5に

対し、実浄水量に対し 4 分(公称能力浄水量に対し 3 分)と不足しており、フロック形成効果は著し

く低下していると考えられる。 

 
表 6 フロックの形成状況及び沈降性の一例 

No 採水時間/経過時間 界面の高さ(ml) フロックのサイズ(mm) 
1  2015 年 10 月 26 日(月) 

10：10      (0min) 
1000 0.3 未満 

10：20   (10min) 1000 0.3 未満 
 10：30     (20min) 1000 0.3 未満 
 10：40     (30min) 1000 0.3 未満 

2  13：10     (0min) 1000 0.3 未満 
13：20   (10min) 1000 0.3 未満 

 13：30     (20min) 1000 0.3 未満 
 13：40     (30min) 1000 0.3 未満 

3  15：10      (0min) 1000 0.3 未満 
15：20   (10min) 1000 0.3 未満 

 15：30     (20min) 1000 0.3 未満 
 15：40     (30min) 1000 0.3 未満 

10：10 10：20 10:30 10:40 
左から原水、フロック形成槽、沈澱後水、ろ過後水の一例 

写真 3 No1 フロックの形成状況及び沈降性の一例 

(2) ジャーテスト 

調査期間内の原水を用いてジャーテストを実施し、SAC が保有する浄水プラントの運転マニュア

ルにある凝集剤注入率の適切さを検証した。なお、ジャーテストはシグアテペケの SANAA 依頼

し実施した。 

ジャーテストの結果を以下に示す。実験期間中に実施したジャーテストの原水濁度は2.3～3.9NTU

であった。このときジャーテストにより得られた硫酸アルミニウムの最適注入率は、4～8mg/L の

範囲であった。 
表 7 ジャーテスト結果 

実験日 
原水水質 ジャーテスト結果 

pH アルカリ度 
（mg/L) 

濁度 
（NTU) 

色度 
（CU） 

最適注入率 
（mg/L) 

残留濁度 
(NTU) 

残留色度 
（CU） 

10/20 8.5 74.2 3.5 7.5 7 2.7 2.5 

10/26 8.2 62.9 2.3 7.5 6 2.1 2.5 

10/26 8.1 データなし 3.9 7.5 8 1.9 5.0 

10/27 8.2 72.2 3.8 7.5 4 2.3 5.0 

10/28 8.3 データなし 3.6 8.0 4 1.5 5.0 

                                                   
5 日本水道協会、水道施設設計指針 

添付図書５：既存浄水場試運転調査
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運転マニュアルで記載されている凝集剤（硫酸アルミニウム）の注入率は、以下のとおりである。 

 

表 8 凝集剤注入率 

濁度 
(NTU) 

色度 
(CU) 

凝集剤注入率 
(mg/L) 

1～5 1～15 3 
6～15 16～30 5～10 

16～40 31～60 15 
（浄水プラント運転マニュアルより抜粋） 

運転マニュアルにある凝集剤注入率とジャーテストで得られた最適注入率を比較すると、マニュ

アルに指定されている注入率（3 mg/L）より高い注入率（4～7 mg/L）が必要となることが分かっ

た。したがって、マニュアルにある運転条件では最適な運転が行えない可能性がある。 

2.5 浄水処理量 

砂ろ過処理後の浄水量を SAC 所有の超音波流量計により測定した結果を表 9 に示す。公称 25 L/S

の 80 %に相当する 20.46 L/S であった。この浄水処理量は、急速ろ過池(タンク 3 台)を 1 日 1 回の

頻度で洗浄時間も含めた平均値である。 

なお、既存施設には原水量の調整機構はなく、仕切り弁操作で行う必要があった。原水流量の均

等流入は行うことは実質不可能と考えられる。 

なお、ろ層の洗浄操作は、1 池ずつ排水、空気洗浄、逆流洗浄の 3 段階で行われ、逆流洗浄の洗

浄時間中は隣接するろ過タンクからの洗浄水量を用いて洗浄するため、浄水処理はできない機構

となっている。 

  
ろ過後流出管に設置した超音波流量計 超音波流量計のデータロガー 

写真 4 浄水処理量の計測状況 

 

表 9 浄水処理量 (1 系列当り) 
  平均浄水量(L/s) m3/日 
10/20 25.38 2,193 
10/21 24.00 2,073 
10/22 23.91 2,066 
10/23 18.69 1,615 
10/24 10.44 902 

添付図書５：既存浄水場試運転調査
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  平均浄水量(L/s) m3/日 
10/25 23.35 2,018 
10/26 19.80 1,711 
10/27 18.29 1,580 
10/28 20.27 1,751 
平均 20.46 1,768 

 

2.6 ろ層洗浄操作の手順及び所要時間 

(1) 洗浄頻度 

急速ろ過池のろ過圧を測定し、逆洗頻度及逆洗時間を評価した。ろ過圧は、概ね 24 時間で 25～

30 psi（≒0.21 Mpa） 6となり、低濁度時の運転であったが、ろ層の洗浄操作が 1 日 1 回の必要と

判断された。高濁度の場合には洗浄頻度を多くする必要があると考えられる。 

一方、シグアテペケ市グワトロ浄水場の同型浄水施設の洗浄頻度は、雨季は 8 時間毎、乾季は 12

時間毎、このほか浄水量が 11 L/S を下回った場合に逆洗を手動により実施する。逆洗前は 20～30 

psi（≒0.14～0.21 Mpa）まで圧力が上昇する。 

 

図 4 ろ過タンク圧力変化 

(2) ろ層洗浄の操作手順及び所要時間 

ろ層洗浄の操作手順及び所要時間は、運転マニュアルに従うとろ過タンク 1 台当り、原水流入の

停止・排水 6 分間、空気洗浄 8 分間、逆流洗浄 10 分間の計 24 分間であった。 

洗浄時排水の濁りの状況から、清澄な排水となるのは 10 分から 15 分程度であったことから、ろ

層の洗浄操作の所要時間は、原水濁度の状況等にもよるが低濁度時でも 30 分程度必要(1 モジュー

ル当り 90 分)と考えられた。シグアテペケ市グワトロ浄水場では、洗浄操作は排水 6 分、空気洗

                                                   
6 1 psi (重量ポンド毎平方インチ)= 6.89 kPa 

添付図書５：既存浄水場試運転調査
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浄 8 分、水逆洗 6 分行われている。 

上記のことから、第一系統及び第二系統全 9 系列の急速ろ過池の洗浄操作に必要な時間は、低濁

度時で 810 分(13.5 時間)、高濁度時ではそれ以上の作業時間が必要になる。よって、運転操作全体

に与える影響は大きく、相当な労働量になると考えられる。 

2.7 結論 

既存浄水処理施設を現状の運転方法で運転することにより、処理能力（濁質除去能力、処理水量）

等を確認した結果、以下の理由から既存浄水施設は使用不可と判断される。 

1) 所定の浄水処理能力が確保できない 

- 浄水処理量、処理水質とも所定の浄水能力 25 L/S,ホンジュラス水質基準 5 NTU を満足できな

い。 

- 一般に、圧力式ろ過機は鋼板製等の密閉タンクの場合が多く、土木構造物でないため現場で

の工期が短縮できること、ポンプ圧を利用するので場内の水理的制約を受けないこと、運転

操作が簡単であることから、比較的小規模な浄水場や、沈澱池を省略できるような原水を対

象にしたところで使用されている。しかし、本浄水場は、小規模浄水場とは言えず、また沈

殿池を省略できるような原水の水質が良好で長期的に安定しているとは言えないこことから、

この浄水システムは、原水特性(水質条件、濁度変動)に適していない。 

- フロック形成池の滞留時間が少なく、7～14 倍程度の容量が必要である。また、ろ過速度が

大きく、安定したろ過水と維持管理上からみて必要なろ過継続時間を得ることができない。

さらに、ろ層中に捕捉されたフロックを剥離流出させるおそれもある。所定の浄水量を確保

する場合 2.3 倍のろ過面積が必要になる。 

- 上記から、フロック形成のための緩速撹拌、ろ過等の主要な処理工程の設計に変更を加える

必要があるので、現状のパッケージ内で改修は困難で既存施設を廃棄して新たな浄水施設を

設置することが必要になる。 

2) 浄水操作が極めて困難である 

- 原水の均等流入の分配機能がない。原水流量の均等流入は行うことは実質不可能と考えられ

る。 

- 9 系列全体の浄水操作を行うとした場合、ろ層の洗浄操作は低濁度 1 日 1 回、高濁度時 1 日 1

回以上必要と考えられ、運転操作に現状人員の約 3 倍の体制が必要と想定される。 

 

添付図書５：既存浄水場試運転調査
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土質調査 

(1)調査地点 
 

 

Sounding N Coordinate E Coordinate Elevation (m) 

B-1 1598505 433884 709.646 

B-2 1598516 433845 708.748 

B-3 1598524 433805 693.006 

B-4 1598530 433892 698.187 

B-5 1598544 433852 699.267 

B-6 1598551 433814 687.299 

B-7 1598586 433901 679.982 

B-8 1598586 433864 685.546 

B-9 1598599 433828 680.12 

B-10 1598578.56 433762.055 669.882 
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(2)土質柱状図 
B-1(1/2)
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B-1(2/2) 
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B-2(1/2) 

 

  

添付図書６：土質調査



 

5 
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B-3(1/2) 
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B-3(2/2) 
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B-4(2/2) 
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B-5(1/2) 
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B-5(2/2) 
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B-6(2/2) 
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B-8(1/2) 
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B-8(2/2) 
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B-9(1/2) 
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B-9(2/2) 
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B-10(1/2) 
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第 2 回ステイクホルダー協議議事録 

 

1. 日時：2016 年 12 月 9 日 15 時 30 分～17 時 00 分 

2. 場所：Servicio de Aguas de Comayaga 事務所 1 階 

3. 参加者：添付出席者リスト参照 

4. 主催：Servicio de Aguas de Comayaga（コマヤグア水道サービス） 

5. 議事： 

(1) USLCAC Guzman 氏による開会の祈り 

(2) Manuel Cartagena 副市長による歓迎の辞 

(3) SAC Elton Fajardo 総裁によるプロジェクト概要の説明 

第 1 回ステークホルダーミーティングで給水水質の改善、給水時間の延長のために、浄

水場、配水池の建設を行うことを説明した。その後、計画、設計が終わってプロジェ

クトの内容案が確定したとして、以下を説明。 

・プロジェクトにおける日本側、ホンジュラス側の投入 

・建設する主要施設 

・浄水原理、建設用地、施設配置、完成予想図 

・プロジェクトの効果 

(4) TECI 武智昭 業務主任による環境社会配慮の説明 

・プロジェクトにより起こりうる環境に対する負の影響を説明。 

・想定される負の影響に対してプロジェクトで講ずる緩和策を説明。 

・緩和策の実施、その効果を担保するために実施するモニタリング計画について説明。 

(5) 参加者発言内容、質疑 

・新設浄水場の運転はどのように行うのか。（USLAC Zapata） 

 プロジェクトでは浄水場運転のための 1 か月間の技術移転が実施される。技術

移転を受けた SAC の運転員が運転する。必要に応じて SANAA の技術支援も受

けることができる。（SAC Elton） 

・浄水場の耐用年数を知りたい。（USLAC Zapata） 

 日本国内では、コンクリート構造物の耐用年数は 50 年であるといわれている。

ただし、浄水場の機械・電気設備は 5 年から 10 年である。したがって、機械、

電気設備を定期的に更新していけば最低 50 年は運転できる。ちなみに、日本維

持管理をきちんと行い、100 年以上運転している浄水場が複数存在する。 

・これまで深夜の 1 時間のみであった給水時間が 24 時間になり、生活が大変楽になっ

た。現在では貯水槽に貯水する必要もない。自分で水道メーターを読み、節約して使

用するようにしている。このようなプロジェクトを経て、将来はコマヤグア市全体が

添付図書11：第2回ステークホルダー協議議事録



2 
 

24 時間給水になることを期待している。（コロニア CGT 住民 Hernandez） 

（SAC の水道メーター普及プログラムにより 24 時間給水が実現地域の住民の話） 

・浄水場の建設により処理された水が配水されることで、衛生環境が改善され、ホンジ

ュラス国内で未だ高い 5 歳未満の死亡率が減少することを期待している。（保健省 

Herrera） 

・コマヤグア市の人口急増に伴い、水量の確保、衛生的な水の配水は今後も大きな課題

となるため、今回のプロジェクトは大変重要である。（保健省 Bonilla） 

・日本の援助、土地寄贈者ルビオ氏、SAC 職員の努力、SAC 理事会、水委員会に感謝。 

                           （Fentes 市議会議員） 

(6) SAC Elton Fajardo 総裁による閉会の辞 
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第 2 回ステークホルダーミーテｲング参加者リスト Lista de participantes 

S. Nº Nombres 氏名 
Departamentos /Organizaciones 

組織名 
Tipos de organización 

組織類 
Cargos 
役職 

Nº de teléfonos, 
E-mails 

1 Fátima Regina López SAC Servicio de Aguas de Comayagua D. Comunicación  9898-8144 
2 Tomas Maldonado Colonia Polanco Patronato Presidente 9515-4543 
3 Donato Martinez Colonia Valladolid Patronato Tesorero 9547-2946 
4 Eloy Guzman USCLAC  Unidad de Supervisión y Control Local de 

Aguas de Comayagua (ONG) 
 9911-5759 

5 Silvia Rosa Entrada USCLAC /Colonia Boquín Unidad de Supervisión y Control Local de 
Aguas de Comayagua (ONG) 

 9597-1276 

6 Carmen Hernandez Colonia CGT Patronato Tesorera 9978-4166 
7 Vilma Yañez Colonia CGT Patronato Fiscal 3365-3060 
8 Rosa Moreno Colonia CGT Patronato Secretario 9744-0695 
9 José Santos Colonia Boquín Patronato Presidente 8852-7376 
10 Kelly Rubio INCOM/Barrio torondon Patronato  3175-7298 
11 Issis Beltran V Barrio Arriba Patronato  9989-3919 
12 José Elmer Monroy Barrio Independencia  Presidente  
13 José Antonio Alcerro Alcaldía Municipal de 

Comayagua 
Corporación Municipal 市議会 Regidor 9970-2988 

14 Blanca Rosa Herrero  COMAS/SALUD Comisión Municipal de Aguas y 
saneamiento 
市水委員会/保健所 

 9742-6807 

15 Luis Fuentes Alcaldía de Comayagua Alcaldía Regidor/Director 
Junta directiva 
SAC 

9985-3143 

16 Delmy R. Lanza  Sociedad Civil Comisión municipal de aguas y 
saneamiento 

Secretaria 8977-5893 

17 Tirso Rolando Zapata  USCLAC   Unidad de Supervisión y Control Local de 
Aguas de Comayagua (ONG) 

Director  
 

9961-8389 

18 Freddy Bonilla Salud Pública Salud  3150-9916 
19 Carlos Cabrera SAC Servicio de Aguas de Comayagua   
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S. Nº Nombres 氏名 
Departamentos /Organizaciones 

組織名 
Tipos de organización 

組織類 
Cargos 
役職 

Nº de teléfonos, 
E-mails 

20 Jose Saturnino Cervantes SAC Servicio de Aguas de Comayagua  3150-9916 

21 Manuel Cartagena Alcaldía municipal de 
Comayagua 

Alcaldía Municipal Vice alcalde de 
Comayagua 

99882339 

22 Reynaldo Ponce JICA AVIS Rentacar Conductor  
23 Elton Fajardo SAC Servicio de Aguas de Comayagua Gerente  
24 Anan Royman Benitez SAC Servicio de Aguas de Comayagua Coordinador de 

Cuencas 
Hidrográficas 

 

25 Fernando Machado SAC Servicio de Aguas de Comayagua Administración Fernando Machado 
26 Koji Shimizu JICA  Representante 

JICA Sede Japón 
 

27 Aki Higuchi JICA Interprete   
28 Akira Takechi Equipo de Estudio de JICA  Jefe del 

Proyecto 
 

29 Chihiro Sakamoto Equipo de Estudio de JICA  Coordinadora 
del Proyecto 

 

30 Roman Miki  Equipo de Estudio de JICA  Intérprete  
 

添
付

図
書

1
1
：

第
2
回

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

協
議

議
事

録



 

1 
 

地下水調査 

1 地下水調査 

現在、コマヤグア浄水場の水源は河川水であるがこれを地下水で代替する可能性を評価した。調

査の方法は図 4.1 に示す通りである。 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 調査フロー 

 

下水開発の可能性の判定においては、現況の河川水を水源とするシステムから地下水を水源とす

るシステムに変更した場合の相違点に注目する(図 2 参照)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 井戸水源と河川水源との相違点 

③浄水場の水源を地下

水で代替する場合の

必要地下水開発量 

②現況の地下水使用量 ① 地下水涵養量、帯水層/井
戸の能力 

表流水

の利用

地下水開発の実施 

⑤代替水源として地下水開発を行った

場合の地下水位低下量の推定 

④数値モデル化

⑥地下水開発の可能性の判定 

揚水コストは受容できる範囲内か? 

地下水位低下による周辺井戸への影響は許

容できる範囲内か？ 

水質に問題はないか？

Yes 

No

出典:JICA 調査団 

②地下水位低下による周辺井戸への影
響は許容できる範囲内か？ 

<地下水を水源とするシステム>

<現在の河川水を水源とするシステム> 

③水質に問題
はないか？ 地下水面

浄水場

取水堰 

配水池 

ポンプ圧送

取水 堰浄水場  
(自然流下) 

① 揚水コストは受容
できる範囲内か? 

水中ポン

プ揚水 

出典:JICA 調査団 
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2 地下水涵養量、帯水層/井戸の能力 

地下水開発可能量および帯水層/井戸の能力は下記の開発調査/無償 BD で詳細に検討されており

本調査ではその結果を利用した。 

- ホンジュラス国コマヤグア県地下水開発調査報告書(1989 年) 
- ホンジュラス国コマヤグア県地下水開発基本設計調査報告書(1990 年) 
 

上記報告書から以下の基本的な情報を得た(表 1 参照)。 

- 地下水涵養量 
- 帯水層の分布 
- 個々の井戸からの揚水可能量 

- 地下水の水質 

 
表 1 地下水涵養量、帯水層/井戸の能力 

項目 検討結果 

地下水涵養量 コマヤグア盆地全体で地下水涵養量は 10 万 m3/日である。 

帯水層の分布  コマヤグア盆地に分布する第四紀層は帯水層である。 
 第四紀帯水層は、第 1 層(不圧帯水層)と第 2 層(被圧帯水層)に区分できる(図 4.3 参照)。 

- 第 1 層は沖積世扇状地性堆積物でありで砂礫、シルト、粘土で構成される層厚は最大で

50m 程度である。 
- 第 2 層は洪積世湖沼堆積物であり、砂礫、シルト、粘土で構成される。層厚は最大で 150m

程度である。 
 基盤岩(第三紀以前の堆積岩、変成岩および火成岩)は透水性が低く地下水開発は困難であ

る。 

個々の井戸からの

揚水可能量 
第四紀層帯水層から井戸 1 本当たり平均 500m3/日が可能である。井戸の深さは 60～100m で

ある。 
地下水の水質 第 1 帯水層の地下水の水質は良好である。一方、第 2 帯水層の地下水は盆地の北部地域およ

び中央部において硝酸性窒素の濃度が飲料水基準を超えることがある。 

出典:JICA 調査団 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 コマヤグア盆地の帯水層構造の概念図(東西断面) 

3 現況の地下水使用量 

(1) 給水区分と地下水利用 

コマヤグア盆地では地下水は主に給水目的で使用されている。コマヤグア盆地における給水事業

の区分は表 2 の通りである。表 2 に示す通り、地下水はコマヤグア盆地おいて地方・農村部の主

出典:JICA 調査団 

ウムヤ川

第 2 層 
洪積世湖沼堆積物(被圧帯水層)

第 1 層 
沖積世扇状地堆積物(不圧帯水層)

最大 150m 程度

盆地平野

コマヤグア市街地

山地山地 

西 東

基盤岩(変成岩、堆積岩、火成岩)

最大 50m 程度 
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要給水源となっている。 

 

表 2 コマヤグア盆地の給水区分 
区 域 内 容 

コマヤグア市街地 コマヤグア市街地では市営水道公社が給水を行っている。一方、個人・企業が井

戸を掘削し使用している。 
上記以外の地域 
(地方農村部) 

地方農村部では主に井戸を水源とした小規模水道による給水や、住民共用・個人

井戸による給水が行われている。小規模水道や供用井戸は住民組織によって運営

されている。 

 

(2) 地下水の用途 

地下水は以下の 3 つの用途で使用されている。 

① 飲料水・生活用水 

② 灌漑用水 

③ 商業・工業用水 

 地下水の用途としてコマヤグア盆地では上記の 3 種類の用途の中で飲料・生活用水の使用が中

心である。 

 通常水使用量の中で大きな比率を占めるのは灌漑用水である。コマヤグア盆地においては灌漑

用水として河川水が使用されており地下水を使用するケースは殆どない。 

 コマヤグア市街地では水道公社による給水が行われている一方、近年だけでもコマヤグア市街

地に約 50 本の井戸が掘削され商業用・工業用・家庭用として使用されている 

コマヤグア盆地の地下水開発の歴史を表 3 に示す。 
 

表 3 コマヤグア盆地における地下水開発の歴史と地下水揚水量 
年度 井戸本数 合計揚水量 備考 

～1994 年 深井戸 40 本、浅井戸 130 本 8,000 m3/日 この期間に掘削された井戸の中には現時

点で稼働していない井戸も存在する。そ

の場合でも代替井戸が掘削されているた

めこれらの井戸からの揚水量としては稼

働率 100％とした数値を使用すべきであ

る。 

1994 ～ 2000
年 

JICA 無償プロジェクトによ

り「深井戸 36 本浅井戸 60 本

を掘削 

4,000 m3/日 

2000 ～ 2015
年(現在) 

コマガヤ市街地では約 50 本

の深井戸が掘削された。一方、

井戸登録制度がないためこの

期間にコマヤグア盆地全域で

掘削された深井戸の正確な本

数は不明である。 
 

井戸からの揚水量は

不明である。 
 未確認情報として井戸業者からの聞き

とりによると 1996 年以降は盆地全体で

200 本以上の深井戸が掘削されたとのこ

とである。 
 2015 年のコマヤグア盆地内の合計地下

水使用量は不明であるが、コマヤグア盆

地内の 2001年と 2015年の人口の比率は

1.43 でありこの数値から推定し、2015
年の地下水使用量は 2000 年の地下水使

用量の 1.43 倍程度(17,160m3/日)と推測

できる。 
合計 12,000 m3/日 - 

出典:JICA 調査団 
 

4 浄水場の水源を地下水で代替する場合の地下水開発量必要量 

コヤグア水道の浄水場の処理量は約 20,000m3/日であり、マハダ川水系およびマタサノ川水系の河

添付図書12：地下水調査
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川水を浄水処理している。この河川水の全量を地下水で代替すると仮定した場合、新規に開発が

必要な地下水量は現在の処理量と同じ20,000 m3/日となる。井戸 1本当たりの適正揚水量を500 m3/

日と仮定すると井戸本数は以下のとおり 40 本となる。 

井戸 1 本当たりの揚水量=20,000 m3/日÷500 m3/日/1 本=40 本 

40 本の井戸の配置計画としては以下を考慮する。 

 井戸の運転・維持管理の観点から、個々の井戸を盆地内に分散配置するのではなく井戸群とし

て幹線道路沿いに設置する。一方、井戸干渉を防ぐため個々の井戸の間隔(m)は出来るだけ大

きくすることが望まれるが、井戸の間隔に比例して井戸群の面積が大きくなり施設費が増大す

る。したがって本件では井戸間隔 200m を設定する。 

 井戸群から揚水した地下水を既設の配水池に送水することによって既設の配水網を利用でき

る。したがって井戸群を既設の配水池にできるだけ近い位置に設置する。 

 井戸の揚水コストを抑制するため、井戸群は極力標高の高い位置に設置する。 

 井戸群の位置は水理地質的観点から地下水涵養を効率的に取水できる位置とする。本件の場合

は、図 4 に示す地下水流動の方向に直行する方向に井戸群を直線状に配置する(図 5)のが最も

効率的に地下水涵養を利用する方法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 地下水流動方向の概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 提案する井戸群の位置 
 

至テグシガルパ

20km

配 水 池

コマヤグア
市街地 

盆地外縁

北 

幹線道路

地下水流動方向

井戸群(40 本×200m 間隔で

直線状配列) 

36km
出典:JICA 調査団 

出典:JICA 調査団 

送水区間 (配水池～井戸

群南端の区間長 13km) 

井戸直線配置区間(40 本×

200m 間隔、全長 8km) 

配水池 

北 
0  1     2     3    4     5 km 

幹線道路

コマヤグ
ア市 街
地 
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5 数値モデル化 

コマヤグア盆地帯水層の数値モデルを作成し浄水場の代替水源として地下水開発を実施した

場合の地下水位低下状況の予測を行った。帯水層の数値モデルは「JICA ホンジュラス国コマ

ヤグア県地下水開発調査報告書 1989 年」で提案されており、本調査では地下水解析プログラ

ム MODFLOW を使用しこのモデルを再現し解析を行った。モデルの解析範囲を図 6 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典:JICA 調査団 

 

図 6 シミュレーションモデル 

 

このモデルの概要は表 4 に示す通りである。 

 

表 4 シミュレーションモデルの概要 
項目 内容 

セルのサイズ モデルは南北 36 セル、東西 20 セルで構成される。各セルのサイズは 1km×1km である。

解析対象 第四紀層を解析の対象とし基盤岩は解析の対象から外した。図 6 の灰色の部分が基盤岩分

布地域である。 
帯水層の構造 帯水層は不圧帯水層と被圧帯水層の 2 層で構成される。 

透水係数の分布 各セルに透水係数が与えられている(付図参照)。第 1 層には透水係数(m/日)を、第 2 層に

透水量係数(m2/日)を与えた。 
地下水涵養量 各セルに地下水涵養量を与えた。合計地下水涵養量は 100,000m3/日である(付図参照)。 

井戸の揚水量 

モデルに組み込んだ井戸の揚水量は以下のとおりである(付図参照)。 
 現時点(2015 年)における揚水量を 12,000(m3/日)と仮定した(表 3 参照)。実際にはこの値

より大きいと推測されるが、揚水量の数値や分布が不明であるため 2000 年における地

下水使用量 12,000(m3/日)を採用しモデルに与えた。 
 浄水場の代替水源として地下水開発した場合の揚水量を 20,000m3/日と仮定し送水ルー

トに沿ってモデルに与えた(図 6 参照)。 
出典:JICA 調査団 

 

6 代替水源として地下水開発を行った場合の地下水位低下量の推定 

浄水場の代替水源として地下水開発を行った場合の送水ルートに沿いの地下水位分布の計算結果

を図 7 に示す。 

 

 

基盤岩 

基盤岩

0   1     2     3    4     5 km 

北 

送水ルート 

第四紀層 

配水池 
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図 7 浄水場の代替水源として地下水開発を実施した場合の地下水位分布予測(送水ルート沿い) 

 

7 地下水開発の可能性の判定 

地下水開発の可能性を以下の 3 つの要素から検討する。 

 揚水および送水コスト 

 地下水位低下による周辺井戸への影響 

 水質の問題点 

(1) 揚水および送水コスト 

揚水コストは、3 つの要素で決まる。すなわち、揚水量、揚程、送水距離であり、これらは電力

代で評価される。揚水コスト算定条件を表 5 に示す。算定結果の揚水および送水コストの合計は

72,655HNL/日（¥44 万/日）と非常な高額となる。これは揚水量 20,000m3/日に対し 40 本の井戸か

ら配水池までの平均揚程が 112m となりまた平均送水距離が 9km となることがその理由である。 

 

表 5 揚水コスト算定条件 
項 目 内 容 

(a) 揚水量 合計揚水量 20,000m3/日。井戸 40 本で揚水すると仮定した場合、井戸本当たりの揚

水量は 500m3/日=0.35m3/分 
(b) 平均揚程 112m (図 7 参照) 

(c) 平均送水距離 9,000m (図 7 参照) 

電力コスト 72,655HNL/日 (約¥44 万/日、揚水＋送水の消費電力量 14,531kWh/日および電力単

価約 5HNL/kwh から算出した) 

備 考 

4 箇所の中継ポンプ所(各ポンプ所当り 10 井から導水する)から配水池へ導水する

と仮定し井戸揚水管、導水管の施設規模を設定した上、必要な電気使用料を概算し

た。 
 
 
 
 
 

出典:JICA 調査団 
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(2) 地下水位低下による周辺井戸への影響 
 

地下水開発よる地下水位低下量の分布を図 8 に示す。地下水位の低下は井戸群の中央部おいて最

大 60m 程度となる。周辺の既設井戸の平均深さは 75ｍ程度と想定されるため、既設井戸への影響

(井戸枯れ、揚水量の減少)があると判断される。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8 地下水開発よる地下水位低下量の分布(m) 

 

(3) 水質の問題点 

既存資料によると調査地域の被圧帯水層中に存在する地下水は硝酸性窒素の濃度が高く飲料水基

準値を超えるケースがある。その理由として被圧帯水層は洪積世湖沼堆積物で構成されており地

層中に有機物が存在するため地下水が帯水層の中を流動する際に有機物が地下水中に溶け出すこ

とが指摘されている。 

盆地内部の地下水は盆地の外周部から帯水層の内部に向かって流動し帯水層の中を外周 中央の

方向に、また南部 北部の方向に流動している(図 4 参照)。したがって、盆地北部地域および中央

部の地下水は、盆地外周部および南部の地下水よりも帯水層中の流動期間が長く結果として硝酸

性窒素が地下水中に溶出する環境が長期間続いたと推定できる。浄水場の代替水源としての地下

水開発は主に北部地域の被圧帯水層中の地下水を対象とするため、開発された地下水中の硝酸性

窒素が基準値を超える可能性がありその場合は水質処理が必要となる。 

 

(4) 地下水開発の妥当性 

解析結果によると、前述した 3 つの要素(①揚水/送水コスト、②地下水位低下の影響、③水質)の

全ての点で浄水場の代替水源としての地下水開発の妥当性は低いと結論できる。その理由は、地

下水開発による地下水位低下量が非常に大きいことにある。その理由として以下の事項が考えら

れる。 

 本解析で仮定した地下水開発量は 32,000m3/日(既存開発量 12,000 m3/日+新規開発量 20,000 

m3/日)であり、コマヤグア盆地全体での地下水涵養量 10,000 m3/日に対して 30%程度である。 

 地下水涵養量 100,000 m3/日はコマヤグア盆地の面積 487km2に対して供給されるものであり、

盆地内で均等に 32,000m3/日の地下水を開発した場合は大規模な地下水位の低下は発生しな

いと考えられる。 

出典:JICA 調査団 

添付図書12：地下水調査
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 一方、地下水開発量 32,000 m3/日のうち浄水場の代替水源として 20,000m3/日をコマヤグア

市街地の近傍において 40 本の井戸で集中的に地下水開発した場合はその周辺で大規模な地

下水位低下が発生すると予測される。なぜなら井戸群が占める布面積はコマヤグア盆地の

全面積 487km の一部分に過ぎない一方で全地下水涵養量の 20％以上を井戸群において集中

的に地下水開発したためである。 

 大規模な地下水位低下を防ぐためには 40 本の井戸を分散して配置することも考えられる。

しかし本件のように都市給水の水源として地下水開発する場合は井戸群による集中的な地

下水開発が必要である。コマヤグア市街地に送水するための 40 本の井戸を面積 487 km2 の

盆地全域に広く分散して配置することは、施設建設、運営・維持管理の面で現実的ではな

い。 

添付図書12：地下水調査
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ホンジュラス国 水道水水質基準 
 

表 1－1 微生物学的指標 (MPN/100mL または CFU/100mL) 

分類 項目 推奨値 最大許容値 備考 
A. パイプ給水 
 
A1. 未処理で配水

される水  

 
 

大腸菌群 
糞便性大腸菌 

 
 

0  
0 

 
 

3 
0 

 
 
不定期、あるいは不連続な給

水のサンプル 
A1. 処理されて配

水される水 
 

大腸菌群 
 

糞便性大腸菌 

 
0 
 

0 

 
0 
 

0 

濁度: <1NTU、pH: <8、塩素と

の最低接触時間 30 分で、遊

離残留塩素濃度 0.2-0.5mg/L
が望ましい 

A1. 配水施設内の

水 
大腸菌群 

 
糞便性大腸菌 

 
 
 
 
 

大腸菌群 

0 
 

0 
 
 
 
 
 

0 

0 
 

0 
 
 
 
 
 

3 

大規模な水道で十分な数の

サンプルが得られるとき、1
年間で 95％以上のサンプル

が測定されること。 
20 サンプル以下の水道では、

90％以上のサンプルで検出

されないこと。 
 
サンプル群の中から低い頻

度で検出された場合は、この

値を満足すること 
B. パイプ給水で

はない給水 
大腸菌群 

糞便性大腸菌 
0 
0 

10 
0 

繰り返し検出されてはなら

ない。繰り返し検出される場

合は、異なる水源を探すこ

と。 
C. ボトル水及び

製氷用水 
大腸菌群 

糞便性大腸菌 
0 
0 

0 
0 

水源は大腸菌により汚染さ

れていないこと 
 
 

表 1－2 官能評価項目 

項目 単位 推奨値 最大許容値 
色度 度 (Pt-Co) 1 15 
濁度 NTU 1 5 

臭い 希釈係数 0 2 at 12℃ 
3 at 25℃ 

味 希釈係数 0 2 at 12℃ 
3 at 25℃ 
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表 1－3 物理化学項目 

項目 単位 推奨値 最大許容値 
遊離残留塩素 mg/L 0.5 – 1.0 5 (健康影響がない数値として) 
塩化物 mg/L 25 250 
電気伝導度 μS/cm 400 -- 
硬度 mg/L (as CaCO3) 400 -- 
硫化物 mg/L 25 250 
アルミニウム mg/L -- 0.2 
カルシウム mg/L (as CaCO3) 100 -- 
銅 mg/L 1.0 2.0 
マグネシウム mg/L (as CaCO3) 30 50 
ナトリウム mg/L 25 200 
カリウム mg/L -- 10 
総固形物 mg/L -- 1,000 
亜鉛 mg/L -- 3.0 

 
表 1－4 快適項目 

項目 単位 推奨値 最大許容値 
硝酸イオン mg/L 25 50 
亜硝酸イオン mg/L 記載なし 0.1 あるいは 3.0 
アンモニア態窒素 mg/L 0.05 0.5 
鉄 mg/L  0.3 
マンガン mg/L 0.01 0.5 

フッ素 mg/L  0.7 (8 – 12℃) 
1.5(25 – 30℃) 

硫化水素 mg/L  0.05 
亜硝酸イオンの最大許容値は以下の計算式により求める。 

[硝酸イオン測定値／硝酸イオン推奨値(25mg/L)]＋[亜硝酸イオン測定値／亜硝酸イオン推奨値]＜１ 
 

表 1－5 無機物質及び健康関連項目 

項目 単位 最大許容値 
ヒ素(As) mg/L 0.01 
カドミウム(Cd) mg/L 0.003 
シアン(CN-) mg/L 0.07 
クロム(Cr) mg/L 0.05 
水銀(Hg) mg/L 0.001 
ニッケル(Ni) mg/L 0.02 
鉛(Pb) mg/L 0.01 
アンチモニー(Sb) mg/L 0.005 
セレン(Se) mg/L 0.01 
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表 1－6 健康関連有機物(農薬を除く) 

項目 単位 最大許容値 
飽和有機塩素化合物 
四塩化炭素 
ジクロロメタン 
1,1-ジクロロエタン 
1,2-ジクロロエタン 
1,1,1-トリクロロエタン 

μg/L 

 
2 

20 
 

30 
2000 

不飽和有機塩素化合物 
塩化ビニル 
1,1-ジクロロエチレン 
1,2-ジクロロエチレン 
トリクロロエチレン 
テトラクロロエチレン 

μg/L 

 
5 

30 
50 
70 
40 

芳香族炭化水素 
トルエン 
キシレン類 
エチルベンゼン 
スチレン 

μg/L 

 
 

700 
500 
20 
0.7 

クロロベンゼン 
モノクロロベンゼン 
1,2-ジクロロベンゼン 
1,3-ジクロロベンゼン 
1,4-ジクロロベンゼン 
トリクロロベンゼン類 

μg/L 

 
300 

1000 
- 

300 
20 

その他の有機化合物 
アジピン酸ジ(2-エチルヘキシル) 
フタル酸ジ(2-エチルヘキシル) 
アクリルアミド 
エピクロロヒドリン 
ヘキサクロロブタジエン 
EDTA(エチレンジアミン四酢酸) 
ニトリロ三酢酸 
ジアルキルスズ 
トリブチルスズオキシド TBTO 
多環式炭化水素 
総芳香族 
ポリ塩化ビフェニル 

μg/L 

 
80 
3 

0.5 
0.4 
0.5 
200 
00 
- 
2 

0.2 
- 

0.5 
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表 1－7 農薬 

項目 単位 最大許容値 
アラクロール 
アルディカーブ 
アルドリン/ディルドリン 
アトラジン 
ベンタゾン 
カルボフラン 
クロルデン 
DDT 
1,2-ジブロモ-3-クロロプロパン（DBCP） 
2,4-ジクロロフェノキシ酢酸(2,4-D) 
1,2-ジクロロプロパン 
1,3-ジクロロプロペン(D-D) 
ペプタクロル/ヘプタクロルエポキシド 
イソプロツロン 
リンデン 
MCPA 
メトキシクロル 
メトラクロール 
モリネート 
ペンディメタリン 
ペンタクロロフェノール 
ペルメスリン 
プロパニル 
ピリデート 
シマジン(CAT) 
トリフルラリン 
ジクロロプロップ(2,4-DP) 
2,4-DB 
2,4,5-T 
Silvex 
メコプロップ(MCPP) 

μg/L 

20 
10 

0.03 
2 
30 
5 

0.2 
2 
1 
30 
20 
20 

0.03 
9 
2 
2 
20 
10 
6 
20 
9 
20 
20 

100 
2 
20 

100 
100 
9 
9 
10 
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表 1－8 消毒剤及び消毒副生成物 

項目 単位 最大許容値 
消毒剤 
モノクロラミン 

μg/L  
4000 

消毒副生成物 
臭素酸 
亜塩素酸 
塩素酸 

μg/L 

 
25 

200 
 

クロロフェノール 
2-クロロフェノール 
2,4-ジクロロフェノール 
2,4,6-トリクロロフェノール 
ホルムアルデヒド 

μg/L 

 
 
 

200 
900 

トリハロメタン 
ブロモホルム 
ジブロモクロロメタン 
ブロモジクロロメタン 
クロロホルム 

μg/L 

 
100 
100 
60 

200 

ハロ酢酸 
モノクロロ酢酸 
ジクロロ酢酸 
トリクロロ酢酸 
抱水クロラール 
 

μg/L 

 
 

50 
100 
10 
 

ハロアセトニトリル 
ジクロロアセトニトリル 
ジブロモアセトニトリル 
ブロモクロロアセトニトリル 
トリクロロアセトニトリル 

μg/L 

 
90 

100 
 

1 

塩化シアン μg/L 70 
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水源水質分析結果 
 

SAC が実施している水質試験データのまとめを第 1 項、第 2 項に示す。第 3 項、第 4 項に調査団

が実施した水源水質の試験結果を示す。これらの水質データの測定時期と分析項目を下表に示す。 

 

表 1 水質データの測定時期と分析項目 

No. 分類 
(項目) 

微生物 
（大腸菌） 

官能 
（濁

度） 

物理化

学 
（硬度）

快適

(鉄) 
無機物 
(ヒ素) 

農薬

1 2011/1～2015/2 ○ ○     
2 2015/1～2016/8  ○     
3 2015/2 (調査団実施) ○ ○     
4 2015/10 (調査団実施)  ○ ○ ○ ○ ○ 

出典：SAC、JICA 調査団 

 

１．2011 年 1月～2015 年 2 月の水質データ 

濁度 

2011 年 1 月～2015 年 2 月までの、配水池の濁度を下図に示す。これらの値は、既存浄水場の運転

が行われなくなってからのデータである。 

特に 2013 年において、マハダ配水池において 7 月～12 月の期間に濁度が上昇する傾向がみられ

た。マタサノ配水池の配水区でも同様に、7 月～12 月に濁度の上昇がみられた。この時期は、雨

量が増加する時期に相当する。原水の濁度データは無く、高濁度時は取水を停止している。原水

濁度は、恐らく配水池の濁度より高くなるものと推定される。 
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出典：SAC 測定データをもとに、JICA 調査団作成 

図 1 マタサノ配水池（上）及びマハダ配水池（下）濁度（2011 年 1 月～2015 年 2月） 

 
大腸菌群及び糞便性大腸菌 

大腸菌 
塩素注入点である配水池において、度々大腸菌が検出されている。採水点あるいは塩素注入の不

備によるものと思われる。 
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出典：SAC 測定データをもとに、JICA 調査団作成 

図 2 マタサノ系原水（上）及びマハダ系原水（下）の大腸菌群及び糞便性大腸菌の検出回数（2011

年 1 月～2015 年 2月） 
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２．2015 年 1月～2016 年 8 月の水質データ 

過去 609 日の毎日濁度データを以下に示す。5 NTU 以上が 261 日、取水停止の 800 NTU 以上が 4

日で処理が必要な日数は 257 日となる。(42.2%＝154 日/年) 

 
出典：SAC 測定データをもとに、JICA 調査団作成 

図 3 マタサノ/マハダ混合原水の濁度（2011 年 1月～2015 年 2月） 

 

表 2 マタサノ/マハダ混合原水の濁度分布 

日数 比率 
測定日数 609 日間 
5 NTU 以上 261 日間 42.9%
10NTU 以上 84 日間 13.8%
100 NTU 以上 19 日間 3.1%
800 NTU 以上 4 日間 0.7%
出典：SAC 測定データをもとに、JICA 調査団作成 

 

  

1

10

100

1000
混合原水

5

800
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３．2015 年 2月に調査団が実施した水質調査結果 

 

調査団は、2015 年 2 月 16 日(新マタサノ、マタサノ)および 2 月 21 日(マハダ)に水源の水質調査を

実施した。調査結果を下表に示す。 

 

表 3 各水源の水質試験結果 

項目 新マタサノ 
2015/2/16 

マタサノ 
2015/2/16 

マハダ 
2015/2/21 

採水時刻 13:55 15:00 9:15 
気温(℃) 22.1 26.8 19.8 
水温(℃) 18.7 19.9 18.2 
pH 8.0 7.9 8.0 
EC(μS/cm) 180.0 180.0 90.0 
TDS 90.0 90.0 40.0 
濁度(NTU) 3.2 11.0 0.8 
色度(度) 5.0 12.0 着色・濁質なし 
総アルカリ度(as CaCO3 mg/L) 110.0 125.0 65.0 
NH4-N(mg/L) <0.2 <0.2 <0.2 
総硬度(as CaCO3 mg/L) 91.0 132.0 91.0 
大腸菌群 検出 検出 検出 
糞便性大腸菌 N.D. N.D. 検出 
出典：JICA 調査団 
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４．2015 年 10 月に調査団が実施した水質調査結果 

 

調査団は、2015 年 10 月 23 日に水源の水質調査を実施した。調査結果を下表に示す。 

 

表 4 マタサノ水源の水質試験結果（2015 年 10 月 23 日） 

Physical determination Result Standard Method 
pH (in situ)    6.55  6.5-8.5  4500-H+ B 
Electric Conductivity    231.50 μs/cm  400 μs/cm  2510-B 
Total Dissolved Solids    148.16 mg/L  1000 mg/L  2510-B (calculation) 
Chemical determination 
Alkalinity    85.54 mg/L  --  2320-B Degree H2SO4 
Sodium (Na)    2.98 mg/L  25-200 mg/L  3500-Na B Emission 
Potassium (K)    0.50 mg/L  10 mg/L max  3500-K B Emission 
Calcium (Ca)    25.60 mg/L  100 mg/L CaCo3  3111-B Ca Atomic absorption 
Magnesium (Mg)    5.45 mg/L  30-50 mg/L CaCo3  3111-B Mg Atomic absorption 
Chlorides (Cl-)    0.97 mg/L  25-250 mg/L-Cl  4500-B Cl Argentometric 
Iron (Fe)    0.31 mg/L  0.30 mg/L max  3111-B Fe Atomic absorption 
Manganese (Mn)    <0.010 mg/L  0.01-0.5 mg/L max  3111-B Mn Atomic absorption 
Copper (Cu)    <0.015 mg/L  1.0-2.0 mg/L  3111-B Cu Atomic absorption 
Zinc (Zn)    0.03 mg/L  3.0 mg/L max  3111-B Zn Atomic absorption 
Total Hardness    90.90 mg/L  400 mg/L CaCo3  2340-C 
Sulfates (SO4)    11.92 mg/L  25-250 mg/L 4500-SO4 E 
Nitrate (NO3)    6.16 mg/L  25-50 mg/L  4500-NO3 E 
Nitrite (NO2)    0.038 mg/L  0.1-3.0 mg/L  4500-NO2 B Colorimetric 
Ammonia Nitrogen (NH4)    0.32 mg/L  0.05-0.5 mg/L  4500-B Nessler 
Fluoride (F-)    0.20 mg/L  0.7-1.5 mg/L  4500-F D SPANS 
Cyanide (CN)    0.006 mg/L  0.07 mg/L max  4500-CN- E Colorimetric 
Hydrogen Sulphide (S2H)    0.009 mg/L  0.05 mg/L max  4500-S-2 
Cadmium (Cd)  <0.20 μg/L  0.003 mg/L  3113-B 
Aluminum (Al)    0.13 mg/L  0.20 mg/L  3111-D 
Arsenic (As)   2.62+0.10 μg/L  10 μg/L  3114-C 
Nickel (Ni)    <8.66 μg/L  0.02 mg/L  3113-B 
Total Chromium (Cr)    1.11 μg/L  0.05 mg/L  3113-B 
Lead (Pb)    <2.39 μg/L  0.01 mg/L  3113-B 
Selenium (Se)    <0.002 mg/L  0.01 mg/L  3114-C 
Mercury (Hg)    <0.20 μg/L  1 μg/L  3112-C 
Antimony (Sb)    <0.005 mg/L 0.005 mg/L  3113-B 
出典：JICA 調査団 
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表 5 マハダ水源の水質試験結果（2015 年 10 月 23 日） 

Physical determination Result Standard Method 
pH (in situ)    6.29  6.5-8.5  4500-H+ B 
Electric Conductivity    146.21 μs/cm  400 μs/cm  2510-B 
Total Dissolved Solids    93.57 mg/L  1000 mg/L  2510-B (calculation) 
Chemical determination 
Alkalinity    54.43 mg/L  --  2320-B Degree H2SO4 
Sodium (Na)    2.70 mg/L  5-200 mg/L  3500-Na B Emission 
Potassium (K)    0.48 mg/L  10 mg/L max  3500-K B Emission 
Calcium (Ca)    10.65 mg/L  100 mg/L CaCo3  3111-B Ca Atomic absorption 
Magnesium (Mg)    5.80 mg/L  30-50 mg/L CaCo3  3111-B Mg Atomic absorption 
Chlorides (Cl-)    1.94 mg/L  25-250 mg/L-Cl  4500-B Cl Argentometric 
Iron (Fe)    0.29 mg/L  0.30 mg/L max  3111-B Fe Atomic absorption 
Manganese (Mn)    <0.010 mg/L  0.01-0.5 mg/L max  3111-B Mn Atomic absorption 
Copper (Cu)    <0.015 mg/L  1.0-2.0 mg/L  3111-B Cu Atomic absorption 
Zinc (Zn)    0.60 mg/L  3.0 mg/L max  3111-B Zn Atomic absorption 
Total Hardness    52.20 mg/L  400 mg/L CaCo3  2340-C 
Sulfates (SO4)    6.36 mg/L  25-250 mg/L  4500-SO4 E 
Nitrate (NO3)    2.64 mg/L  25-50 mg/L  4500-NO3 E 
Nitrite (NO2)    0.031 mg/L  0.1-3.0 mg/L  4500-NO2 B Colorimetric 
Ammonia Nitrogen (NH4)    0.33 mg/L  0.05-0.5 mg/L  4500-B Nessler 
Fluoride (F-)   0.21 mg/L  0.7-1.5 mg/L  4500-F D SPANS 
Cyanide (CN)   0.002 mg/L  0.07 mg/L max  4500-CN- E Colorimetric 
Hydrogen Sulphide (S2H)    0.005 mg/L  0.05 mg/L max  4500-S-2 
Cadmium (Cd)    <0.20 μg/L  0.003 mg/L  3113-B 
Aluminum (Al)    0.08 mg/L  0.20 mg/L  3111-D 
Arsenic (As)    1.51+0.05 μg/L  10 μg/L  3114-C 
Nickel (Ni)    <8.66 μg/L  0.02 mg/L  3113-B 
Total Chromium (Cr)    <1.11 μg/L  0.05 mg/L 3113-B 
Lead (Pb)    <2.39 μg/L  0.01 mg/L  3113-B 
Selenium (Se)    <0.002 mg/L  0.01 mg/L  3114-C 
Mercury (Hg)    <0.20 μg/L  1 μg/L  3112-C 
Antimony (Sb)    <0.005 mg/L 0.005 mg/L  3113-B 
出典：JICA 調査団 
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SANAA/SAC 協議により決定した施設・設備別設計方針（案）（太字は採用事項を示す） 

施設・設備名 設計方針 水道施設設計指針 2012（日本） 上水道設計基準 SANAA（ホンジュラス） 
1.着水井 >池数: 2 池  

>滞留時間: 1.5 分 
>量水装置:堰式 

原則２分割 
排水設備、越流設備 

記載なし 

2.凝集用薬品注入

設備 
>凝集剤: 硫酸アルミニウム 
>注入率:最大：80mg/L  

硫酸アルミニウム 
ポリ塩化アルミニウム 
塩化第二鉄 
ポリシリカ鉄 

硫酸アルミニウム 
塩化第二鉄 
硫酸第一鉄 
塩化硫酸第二鉄 

>酸・アルカリ剤: 消石灰 消石灰 
炭酸ナトリウム 
水酸化ナトリウム 

記載なし 
 

>凝集補助剤: 使用せず 活性ケイ酸 
ポリマー 

ポリマー(カチオン、ノニオン、アニオン) 

混和池 
 

>構造・方式: 水流自体のエネルギーによる方式 1） 機械的エネルギーを与える方式 
2） 水流自体のエネルギーによる方式 

水流によって生じる乱流 
機械によって生じる乱流 

>滞留時間: 1 秒～10 秒 1～5 分 1 秒～10 秒 
> G 値 500～2000 秒-1 記載なし G 値 500～2000 秒-1 

4.フロック形成池  >形状:上下迂流式 機械式 
迂流式 

上下迂流式 

>上下迂流式:パネル組み込み 阻流板を設けた迂流式 パネル組み込み 
>滞留時間: 30 分 20～40 分 10～30 分 
>G 値 20～70 秒-1 記載なし G 値 20～70 秒-1 

5.沈殿池 >方式: 傾斜板式（上向流） 1) 横流式沈澱池 
2) 傾斜板式（水平流） 
3) 傾斜板式（上向流） 
4) 高速凝集沈澱池 

傾斜管式沈澱池 
 

>池数: 2 池 原則として 2 池以上 記載なし 
>排泥設備: ホッパ式 
>排泥: 空気作動 または 手動 

適正な方式とする 
停電時閉 

ホッパ式 
傾斜：45° 60° 

6. 急速ろ過池 >重力式 
>逆流洗浄：自己洗浄型(他のろ過池より供給) 
>表面洗浄 
>池数: 8 池 
>予備池: 1 池 

重力式を標準 
洗浄タンク、洗浄ポンプ、他ろ過池より供給 
表面洗浄、空気洗浄 
2 池以上 
1 池；10 池ごと 

重力式ろ過方式 
洗浄タンク、洗浄ポンプ、他ろ過池より供給 
表面洗浄、空気洗浄 
予想される洗浄・点検頻度により池数を決める 
予備池 1 池 

>ろ過面積: 1 池あたり 150m2以下 1 池あたり 150m2 以下 記載なし 
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施設・設備名 設計方針 水道施設設計指針 2012（日本） 上水道設計基準 SANAA（ホンジュラス） 
>長方形   

>ろ過流量調節 
:自然平衡型（流入堰によるろ過流量制御） 

1.定速ろ過方式 
1)流量制御方式 
2)水位制御方式 
3)自然平衡方式 

2.定圧ろ過方式 

記載なし 

>ろ過速度: 120～150m/日 120～150m/日 125～150m/日 
120～240m/日 

>ろ過砂及び砂層の厚さ: 有効径 0.6mm 
>均等係数: 1.7 以下  
>砂層厚: 60 cm 

0.45 0.75 mm 
1.7 以下 
60～70cm 

有効径 0.6mm 
均等係数 2 以下 
砂層厚 40ｃｍ以上 

>砂利層数: 4 層以上 
>砂利厚: 200 mm 
>下部集水装置:有孔ブロック形 

4 層以上 
 
有孔ブロック形、ストレーナ形、多孔管形、多孔

板形 

5 層以上 
 
有孔ブロック形 

>洗浄方式:逆流洗浄＋表面洗浄 
>洗浄水量等:逆流洗浄 0.6m3/分,表面洗浄 0.15m3/分 

逆流洗浄＋表面洗浄 
逆流洗浄＋空気洗浄 

逆流洗浄＋表面洗浄 
洗浄用水 0.08～0.15m/分 

>逆流洗浄用水:自己水 
>表面洗浄用水:高架水槽 

自己水 
高架水槽 

記載なし 

7. 消毒設備 >塩素剤の種類、注入場所:液化塩素, (既設使用),新
規ろ過池出口 
>液化塩素の貯蔵室:安全対策を行う 

次亜塩素酸ナトリウム 
液化塩素 
次亜塩素酸カルシウム 

液化塩素 
 

>保安用具の保管場所:既設管理棟 
>保安用具購入:ガスマスク、手袋等、ガス検知器、

警報機器 他 

防毒マスク（隔膜式、直結式小型）、空気呼吸器

又は送気式マスク、空気予備容器、保護衣（ゴム

製）、保護手袋及び保護長靴（ゴム製）、安全帽、

保護眼鏡、 
漏洩検知用アンモニア水、うがい薬、耐酸性塗料 

・ガスマスク 
・ガス漏れ検出用アンモニア 
・消火器 

8.排水池 >池数: 2 池 2 池以上 記載なし 
9.排泥池 >池数: 2 池 2 池以上 記載なし 
10.濃縮槽  >設けない 2 池以上 記載なし 
11.天日乾燥床 >池数: 6 池 2 池以上 記載なし 
12.脱水設備 >設けない 2 台以上 記載なし 
13.管理用建物 >既設活用 － － 
14.量水設備 >計量方式: 

原水,着水井流入側 超音波式 
差圧式（ベンチュリ管、オリフィス） 
電磁式 

記載なし 
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施設・設備名 設計方針 水道施設設計指針 2012（日本） 上水道設計基準 SANAA（ホンジュラス） 
浄水,配水池出口側 超音波式 超音波式 

15.水質試験設備 >設置場所:既設活用 
>試験設備:品目数量考慮 

水質管理に必要な水質検査・試験が実施できるも

のとする。 
記載なし 

16.保安設備 >ネットフェンス 
>有刺鉄線 
>監視 

侵入防止の外柵及び鍵等を設ける。 
危険防止の対策として手すり又は安全策を設ける 

記載なし 

17.配水池 >構造: RC 
>池数: 1 池  
>容量:ホ国上水道基準より 12 時間、ただし、消火

用水量を考慮し決定する。また、ボルボリョン配

水池建設も合わせて考慮 
>水深：5～6ｍ 

鉄筋コンクリート、PC コンクリート等 
 
最大給水量の 12 時間分 
必要に応じて消火用水を加算 

鉄筋コンクリート、強化レンガ 
一日平均消費量の 35％＋緊急用の 15%＋2 時間ｘ

2.62L/秒（12 時間+90.9m3） 

18.電気設備 >ホ国電気関係法 NEC に準拠 
>監視制御システム: 
 手動運転 
 配水池水位警報付 
 流量監視  
 塩素漏洩検知 
 モニタリングシステム 

（原水流量 x2、配水流量 x4、配水池水位警報

(H,L)x4、塩素漏洩検知 x2） 

水道施設の規模、上水処理方式、管理形態に適合

したものとする。 
記載なし 
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日本・ホンジュラスの上水道施設設計指針の比較 
項目 設計方針 水道施設設計指針 2012（日本） 上水道設計基準 SANAA（ホンジュラス） 

1.適用する設計基

準 
>ホ国上水道基準に準拠 
>ただし、ホ国上水道基準に記載がない、又は水道

施設設計指針(日本水道協会)とかい離する項目は

検討後、同指針に準拠 

水道施設設計指針 2012 上水道設計基準(SANAA) 
正式に制定されたものはないので、強制力はない

が、SANAA はこれに準拠して設計を検証してい

る。 
2.計画浄水量と施

設能力 
>最終的に決定された計画浄水量とする。 施設能力は、複数に分割し、1 系当たり 25%の予備

力を見込む。 
原水は一日最大需要量の 1.5 倍を確保すること。 

3.処理水質基準 >ホ国飲料水水質技術基準 
>濁度 

5NTU 許容値 
1NTU 推奨値 

>色度  15 度以下 許容値 
1 度以下 推奨値 

水質基準項目 水質管理目標設定項目 
>濁度  2 度以下    1 度以下 
 
 
>色度  5 度以下    規定なし 

>ホ国飲料水水質技術基準 
>濁度 

5NTU 許容値 
1NTU 推奨値 

>色度  15 度以下 許容値 
1 度以下 推奨値 

4.水源 >マハダ表流水 
>マタサノ表流水 

－ － 

5.浄水方法 >急速ろ過方式 
>ホ国水道水質技術基準を準拠し、除去対象を濁度

と色度とする。 

>急速ろ過方式 
>除去対象を濁度と色度とする。 

>急速ろ過方式 
>除去対象を濁度と色度とする。 

6.薬品注入 >凝集剤: 硫酸バンド,消石灰,  
>消毒:塩素 

>凝集剤: 硫酸バンド、消石灰、ポリマー 
>消毒:塩素 

>凝集剤: 硫酸バンド、ポリマー 
>消毒:塩素 

7.浄水池 >既設、計画配水池を活用 計画配水池を活用 浄水池と配水池の区別は無い 
8.排水処理 >ろ過池洗浄排水・天日乾燥床上澄水は、ホ国排水

基準に従い、適正に処理後放流する。 
PH 6-9 
BOD 50mg/L 以下 
COD 200mg/L 以下 
SS  100mg/L 以下 
>沈澱スラッジは、天日乾燥後、適正処分する 

>排水基準 
 
PH 5.8-8.6 
BOD 160mg/L 以下 
COD 160mg/L 以下 
SS   200mg/L 以下 
>沈澱スラッジは、天日乾燥後、産業廃棄物として

適正処分する。 

>ろ過池洗浄排水・天日乾燥床の上澄水は、ホ国排

水基準に従い、適正に処理後放流する。 
PH 6-9 
BOD 50mg/L 以下 
COD 200mg/L 以下 
SS  100mg/L 以下 
>沈澱スラッジは、天日乾燥後、適正処分する法的

な規制は無い。 
9.浄水施設配置 既設浄水場に隣接して建設する。別紙参照 － － 
10.運転方式 >原則、手動運転(資機材調達難易、技術知識・水準、

運転員の負荷を配慮する。) 
>省エネ(コスト削減配慮) 

－ － 

11.
電

受電 >既設を活用 
>ただし、安全対策を施す 

－ － 
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項目 設計方針 水道施設設計指針 2012（日本） 上水道設計基準 SANAA（ホンジュラス） 
気

計

装 

制御 >運転・操作のコストが最小になる方法とする。 － － 
計装 >主要な水量、水位等の計量と記録 － － 
自家発電 既設を活用 － － 

12.運転管理 >運転員が常駐して、運転管理を行う(24 時間) 
>沈澱池・ろ過池は半自動(*1)で運転 
>ジャーテストを行い、薬品注入量を調節 

－ － 

13.水質管理 >一定間隔で水質試験を行う 
>水質結果で運転条件の調整を行う 

施設・設備別設計方針による。 施設・設備別設計方針による。 

14.安全対策 >塩素ガス漏洩対策(除害設備設置) 
>受電室、ケーブル敷設替え、自家発室囲い 
>その他、転落・転倒等、日本労働安全衛生法等関

係法令を参考にして対策する。 

施設・設備別設計方針による。 施設・設備別設計方針による。 

15.予備機・施設の

考え方 
>上水道設計基準(SANAA)に準拠 例、ろ過池は 1
池予備とする。 
>この他、ホ国他市事例も参考に主要機器は予備を

設置する。 

－ － 

(*1)：空気又は電動機を備えた弁・ゲートを設置し、開閉ボタンで操作する。 
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PROMOSAS プロジェクト変更による本プロジェクトへの影響 

１．はじめに 

2016 年 12 月の概略設計協議を通じて、PROMOSAS プロジェクトによる第 2 マハダ配水池、第 2

ボルボリョン配水池建設のうち、第 2 マハダ配水池建設が取りやめになり、それに代わりマタサ

ノ導水管の改修が行われたことを確認した。この結果、本プロジェクトの配水池計画が 12 時間貯

水容量から約10時間貯水容量に減少し、新規浄水場への流入量が計画値180 L/sから最大約230 L/s

に増加するが、本プロジェクトの施設容量（配水池容量、計画浄水量）は変更せず、条件変更に

対しては SAC が施設の運用により対応することを概略設計協議調査時に確認した（資料 4-2 参照）。 

しかしながら、今回実施されマタサノ導水管の変更は減圧水槽のバイパスを含むことから、着水

井流入点での静水圧が増加することが予想されるため、本プロジェクトの導水管（本計画では既

存着水井上流側で導水管を分岐して新規浄水場着水井に導流する。）の設計への影響の有無を考察

した。 

２．概略設計への影響（次ページ図参照） 

減圧槽２バイパス以前は、減圧槽２で圧力が解放されるため新規着水井への分岐点の水圧は減圧

槽２と新規着水井間の標高差による静水圧 58 m に、水撃圧 20 m を加え、78 m と想定した。その

結果、概略設計では以下の管を採用している。 

 鋼管 STW290, F12, 
φ300 mm x 34.6 m 

許容最大使用圧力：1.2 MPa 

 塩ビ管 HIVP 管 

φ250 mm x 7.7m 

許容最大使用圧力：1 MPa 

しかしながら、減圧槽２バイパス後は減圧槽１と減圧槽２間の標高差 88 m が加わるため、分岐点

の水圧は、静水圧 146 m に水撃圧を加えて 166 m になると推定され、採用管の許容最大使用圧力

を越える。したがって、詳細設計では使用管ついての見直しが必要となる。 

３．SAC 使用管の耐圧について 

今回 SAC の減圧槽２バイパス並びにその下流の分岐点までの導水管の鋼管に使用された管は 8” 

SDR26 の PE 管である。この管の最大使用圧力は 0.6 MPa 程度で導水管の運転停止時には静水圧

は最大使用圧力を越えると考えられる。この点についての SAC の見解は、導水管停止時には上流

側からバルブを閉め当該導水管部に最大静水圧がかからない運転をするとのことである。 

この考え方に従えば、本プロジェクトの導水管部分にも最大静水圧はかからず、採用管で耐圧が

可能ということになる。しかしながら、誤操作等により下流側のバルブが先に閉められる事態が

発生すれば、静水圧が最大使用圧力を越えるリスクを排除することはできない。 
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４．今後の対応 

上記のとおり詳細設計時には概略設計の採用管の見直しが必要であるが、概略設計部分だけの見

直しでは、導水管全体のリスクを排除することはできない。したがって、場合によっては詳細設

計時に本プロジェクトの対象範囲を超えた関連するマタサノ系導水管の設計の見直しが必要にな

る可能性がある。 

 

マタサノ取水堰

減圧槽1

減圧槽2

既存浄水
場着水井

+938m

+820m

+732m

+678m

注)新規着水井以外の標高はSAC資料による。新規着水井の標高と2、3mの差がある可能性あり。

4”～10”

8”～10”

8” 静水圧58m

新規浄水
場着水井

+674m新規導水管

静水圧88m

静水圧146m
分岐部

PROMOSASプロジェクトによる減圧槽２のバイパス
 使用管はPE管 8”、SDR26と想定される。
 詳細設計時に現場での詳細確認が必要。

添付図書16：PROMOSASプロジェクト変更による本プロジェクトへの影響



 

1 
 

高圧受電設備・非常用自家発設備の検討 

 
1. 高圧受電設備の検討 

新規浄水場を建設するにあたり、浄水場内の機器類やそれらの運転監視を行うモニタリングシ

ステムのための電力供給設備が必要になる。具体的には浄水場の敷地近くを通る高圧架空線 (AC 
19,500V, 60Hz)を敷地内に引き込み、変圧器により低圧電源（480V）に落として機器類に配電す

る事になる。又、停電時にも浄水場の運転が可能になる様に非常用自家発設備（ディーゼルエン

ジン発電機）を併設する事とする。ここで、既設受電設備（写真参照）の流用も含め新規浄水場

用の受電設備の施設計画について、以下の 3 ケースの比較検討を行う。 
 
ケース 1：既設浄水場の受電設備を機器類も含めそのまま流用する。 
ケース 2：既設浄水場の受電設備の機器のみ、例えば変圧器、自家発設備等を新規更新する。 
ケース 3：新規浄水場の受電設備を別の場所に建屋及び機器類を新規建設する。 

 
写真 4－1 既設受電設備外観

 
 
上記の比較検討を行うにあたって既設受電設備の現況などの基本条件を以下に列記する。 
1） 新設浄水場は既設浄水場と比べてポンプ機器などが少なく所用負荷容量も大幅に低減さ

れる事から変圧器および発電機の容量的には問題無い。詳細は次項参照の事。 
2） 既設変圧器 (167 kVA x 3 台、米国 ABB 社製)の製造年度は 2005 年と比較的新しく、SAC

の聞き取り調査でも特に問題無いとの事で使用可能と判断する。 
3） 既設自家発設備 (287.5 kVA、米国カミンズ社製)の製造年度は 2013 年と新しく、SAC の

聞き取り調査では、現在バッテリーが故障しているがそれ以外は問題無い。 
4） 既設受電設備の安全面に関しては、変圧器は自家発設備室の屋上に設置されている為、
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第三者によるアクセスは問題無いが、自家発設備室には安全囲いが必要である。 
 
以上の基本条件から各ケースを検討した結果、既設受電設備の機器類は一部修理が必要である

が基本的に使用可能であり、次項で述べる様に新規浄水場の負荷容量に対しても対応可能である。

従って、本件の新規浄水場の受電設備は、ケース 1 の既存の受電設備を流用し管理棟に設置され

る監視設備と新規浄水場内の機器類に配電する事とする。 
 
2. 非常用自家発設備の検討 
非常用自家発設備は、停電時に浄水場を運転する為の電源供給設備であるが、その地域の停電

の頻度、停電の継続時間、浄水場内の負荷容量などによって非常用自家発設備の要否、燃料タン

クの容量、自家発容量などの仕様が決定される。 
 

1） 停電データ 
下表にコマヤグア市における過去 3 か年の停電データを示す。これより、停電は毎月発生

しており非常用自家発設備は停電時の浄水場の運転に必要である。一方、最大停電時間は

2014 年 9 月の 15.5 時間であるが、この月に何回停電が発生したかは不明である。そこで、

最悪のケースを考え、1 回の停電の最大継続時間を 15.5 時間と仮定する。 
 

付録 表 4－1 コマヤグア市の過去 3 か年の停電時間 

 停電時間 (Hr.) 
年月 2013 年 2014 年 2015 年 
1 月   0.31 0.21 1.33 
2 月 0.69 9.44 0.85 
3 月 2.67 2.37 0.2 
4 月 1.89 7.52 2.08 
5 月 2.7 3.57 2.63 
6 月 2.55 1.9 9.94 
7 月 1.15 1.26 2.52 
8 月 8.9 9.72 2.54 
9 月 7.99 15.5 2.36 
10 月 2.68 1.02 4.54 
11 月 0.48 2.36 1.75 
12 月 0.2 0.1 1.67 

出典：SAC 
 
2） 燃料タンク容量 

既存の燃料タンク容量は 1 m3（1,000 L）であるが、この容量で自家発設備が 15.5 時間の

連続運転が可能かどうかを確認する。 
 

今回の287.5kVAの発電機には320kWクラスのディーゼルエンジンが使用されていると考え

られ、同等出力のエンジンにおける定格出力運転時の燃料消費率は約 58 L/h である。 
従って、15.5 時間の燃料消費量は以下となる。 
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58 L/h ｘ 15.5 h ＝ 899 L ＜ 1,000 L 
以上より、既存の燃料タンク容量で 15.5 時間の連続運転は可能であるが、上記計算に用いた

燃料消費率は定格出力運転時の値であり、実際は新規浄水場の負荷容量が既設浄水場に比べ

大幅に低減され燃料消費率が下がる事から、更に余裕のある燃料タンク容量になっている。 
 
3） 自家発容量 

既存の自家発容量が新規浄水場の負荷容量に対して十分かどうかを確認する。自家発容量

の計算は、定常時と負荷始動時（過渡期）の計算を行う必要がある。ここでは、以下の概略

計算結果の最大値が既設の自家発容量の 287.5 kVA 以下であるかどうかを確認する。 
 

PG1：定常運転に必要な容量 
PG2：瞬時電圧降下が許容値以内である為の容量 
PG3：後発負荷の始動時に必要な容量 

 
PG1=Σ(Pi/ni) / cosθ (kVA) 
ここで、 Pi：各負荷の出力(kW) 
  ni：各負荷の力率 0.9 
  cosθ：発電機の力率 0.8 
従って、PG1=(1.5/0.9+0.4/0.9+0.4/0.9+0.4/0.9+0.4/0.9)/0.8=4.3 (kVA) 
 
PG2=S・X・(1-ΔV) / ΔV (kVA) 
ここで、 S：始動容量最大負の始動容量値 
  X：発電機の過渡リアクタンス 0.25 
  ΔV：発電機端における許容瞬時電圧降下率 0.21 
従って、PG2=13.2x0.25x(1-0.21)/0.21=12.4 (kVA) 
 
PG3={ (PB+S・cosθ)2 + (QB+S・sinθ)2 }0.5 / KG (kVA) 
ここで、 PB：既に運転中の負荷の有効電力 (kW) 
  QB：既に運転中の負荷の無効電力 (kVar) 
  S：後発負荷の始動容量 (kVA) 
  cosθ：後発負荷の始動時力率 0.4 
  KG：発電機の過負荷耐量 1.5 
従って、PG3={ (1.65+13.2x0.8)2 + (1.25+13.2x0.6)2 }0.5 / 1.5=10.2 (kVA) 
 
以上の計算結果より、最大値は PG2=12.4 (kVA)であり、既存の自家発容量の 287.5 kVA

よりも低い値のため容量的に問題無い。 
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